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Ⅰ 令和６ 年度の取組概要 

 

○こ の報告書は「 第四次下野市行政改革大綱」 の具体的な取組を 受けて策定さ れ

た、 同実施計画の進捗状況を 報告する も のである 。  

 

○第四次下野市行政改革大綱及び同実施計画の計画期間は、令和２ 年度から 令和

７ 年度ま での６ 年間と し ており 、 今回の報告書は計画５ 年目の令和６ 年度（ 令

和７ 年３ 月３ １ 日現在） における 進捗状況についての報告である 。  

 

 

 １  実施計画の進捗状況について  

   

○令和６ 年度実施項目数・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ５ ６ 項目 

Ｓ 評価（ 計画以上）・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  ０ 項目（   ０ ． ０ ％）  

Ａ 評価（ 計画ど おり ）・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ５ ５ 項目（  ９ ８ ． ２ ％）  

Ｂ 評価（ やや遅れている ）・ ・ ・ ・ ・ ・  １ 項目（   １ ． ８ ％）  

Ｃ 評価（ ほと んど 進んでいない）・ ・ ・  ０ 項目（   ０ ． ０ ％）  

 

令和６ 年度も 、９ ８ ％の項目がＡ 評価と なり 、ほぼ計画ど おり 事業推進が図れ

た１ 年であったと いえる 。  

Ｂ 評価の１ 項目については、社会情勢を 見極めつつ、課題に対し て効果的な解

決策を 導き 出し 、 取組むこ と が重要である 。  

 

重点項目 
実 施 

項目数 

評価 Ａ 評価以上 

の割合( %)  Ｓ  Ａ  Ｂ  Ｃ  

１  
質の高い 

行政サービス の推進 
２ ０  ０  ２ ０  ０  ０  １ ０ ０ ％ 

２  
効率的・ 効果的な  

行政経営の推進 
１ ７  ０  １ ６  １  ０   ９ ４ ％ 

３  
将来にわたり 持続可能な  

財政運営の推進 
１ ９  ０  １ ９  ０  ０  １ ０ ０ ％ 

 ５ ６  ０  ５ ５  １  ０   ９ ８ ％ 
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２  取組における 財政効果について  

  ○令和６ 年度の財政効果額・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 19,191 千円 

 （ 注） 財政効果額については、 経常的経費を 対象と し ている 。 なお、 行政サービス の向上や人材 

育成の推進など 、 成果等が金額に換算でき ない実施項目も あり 、 概算の数字である 。  

≪重点項目別財政効果額≫ 

重点項目 

財政効果額 

 財政効果内容 （ 該当項目ページ）  

１  質の高い行政サービ ス の推進 8,671 千円 

 

権限移譲事務に係る 栃木県市町村総合交付

金 
（ 33 ページ）  5,818 千円 

大松山運動公園における 指定管理者制度導

入等の検討 
（ 39 ページ）  2,853 千円 

２  効率的・ 効果的な行政経営の推進 819 千円 

 
タ ブレ ッ ト を 活用し た議会運営によ る ペー

パーレ ス ・ 業務効率化によ る 減 
（ 67 ページ）  819 千円 

３  将来にわたり 持続可能な行政運営の推進 9,701 千円 

 

学校情報機器更新の効率化によ る 減 （ 91 ページ）  7,062 千円 

移住・ 定住促進事業への地方創生交付金 （ 93 ページ）  2,029 千円 

公用車・ 駐車場の適正管理 （ 103 ページ）  610 千円 

合計 19,191 千円 
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Ⅱ 報告書の見方について  

 

 ○実施項目における 進捗状況評価一覧 （ ４ ～７ ページ）  

 

○実施項目別進捗状況報告書 （ ８ ～１ １ ９ ページ）  

報告書は、 ６ か年の計画の中で長期的な検証ができ る よ う 、 各年度の取組内容や 

進捗状況を確認でき る よ う になっている 。今回は第四次下野市行政改革大綱実施 

計画の５ 年目を 対象と し ている 。  

 

≪参考≫ 年度別進捗状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪進捗状況評価結果≫ 

 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 

項
目
数 

S 評価 0 0 1 0 0  

A 55 55 54 56 55  

B 2 1 1 0 1  

C 0 0 0 0 0  

合計 57 56 56 56 56  

A 評価以上の割合 96％ 98％ 98％ 100%  98%   

計画完了 0 1 1 1 1  

財政効果額 

（ 千円）  
37,960  54,853 22,693 15,200 19,191 

 

①  

②  

① 進捗状況及び財政効果額 

具体的な実施内容を 記載し 、総

合的に判断し 、次の４ 段階によ

り 評価し ている 。  

Ｓ 評価：「 計画以上」  

Ａ 評価：「 計画ど おり 」  

Ｂ 評価：「 やや遅れている 」  

Ｃ 評価：「 ほぼ進んでいない」  

 

② 翌年度の取組内容 

令和６ 年度進捗状況の内容・ 評

価と 令和７ 年度の計画内容を

基に、取組むべき 内容等を 記載

し ている 。  
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≪項目別進捗状況評価結果≫

重点
項目

整理
番号

実施項目 所管課 ページ ２ ３ ４ ５ ６ ７

1 協働のし く みづく り の推進
市民協働推
進課

7 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

2
審議会等の効果的な運営の推
進

総合政策課 9 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

3 環境基本計画の推進 環境課 11 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

4
生涯学習によ る 協働のま ちづ
く り の推進【 終結】

生涯学習文
化課

13 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

5
総合型地域ス ポーツ ク ラ ブと
の連携

ス ポーツ 振
興課

15 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

6 学校運営協議会活動の充実 学校教育課 17 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

1 情報発信の強化 総合政策課 19 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

2 わかり やすい公文書等の推進 総務人事課 20 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

3 適切な情報提供の実施 財政課 21 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

4 公会計制度への適切な対応 財政課 23 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

5 入札制度の合理化と 透明化 契約検査課 25 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

1
マイ ナンバーカード を利用し
たコ ンビ ニ交付の拡大

市民課・ 税
務課

27 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

2
マイ ナンバーカード を活用し
た自治体独自サービ ス の検討

総合政策課 30 Ａ Ａ Ｓ Ａ Ａ

3 権限移譲事務の受入れ 総合政策課 32 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

4 多様な納入方法の検討 税務課 34 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

５
キャ ッ シュ レ ス 決済の推進
【 新】

総合政策課 36

1 指定管理者制度導入の推進 総合政策課 37 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

2
大松山運動公園における 指定
管理者制度導入等の検討

ス ポーツ 振
興課

39 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

3 公立保育園の民営化【 終結】
子育て応援
課

41 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

4
学童保育事業の民間活力の活
用

子育て応援
課

42 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

5 ゆう がおパーク の活性化 農政課 43 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

重点項目における 個別項目及び実施項目 年度別進捗状況評価

個別項目

2
公正の確保と
透明性の向上

1
　
質
の
高
い
行
政
サ
ー

ビ
ス
の
推
進

1
市民参画の推
進と 協働型社
会の構築

3
市民サービ ス
等における 利
便性の向上

4
民間活力活用
の推進
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重点
項目

整理
番号

実施項目 所管課 ページ ２ ３ ４ ５ ６ ７

1 定員適正化計画の推進 総務人事課 45 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

2
人事評価制度によ る 能力・ 実
績に基づく 人事管理の実施

総務人事課 47 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

3 組織機構の見直し 総務人事課 49 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

4 会計年度任用職員等の確保 総務人事課 50 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

1
職員人材育成基本方針等の推
進

総務人事課 52 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

2
若手職員や女性職員の登用拡
大

総務人事課 53 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

3 職員提案制度の活用 総合政策課 55 Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

1
行政評価シス テムの着実な運
用

総合政策課 57 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

2
Ｉ Ｃ Ｔ 活用によ る ス マート 自
治体への転換

総合政策課 59 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

3
庁内文書電子化と 電子決裁の
推進

総務人事課 61 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

4 文書管理の効率化 総務人事課 63 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

5
工事検査・ 業務委託評定の適
正な運用

契約検査課 65 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

6
タ ブレ ッ ト を活用し た議会Ｉ
Ｃ Ｔ 化の推進【 終結】

議事課 67 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

1 広域行政の連携 総合政策課 69 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

2 石橋地区消防組合と の連携 安全安心課 71 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

3
小山広域保健衛生組合（ 救急
医療等） と の連携

健康増進課 73 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

4
小山広域保健衛生組合（ 一般
廃棄物処理等） と の連携

環境課 75 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

年度別進捗状況評価重点項目における 個別項目及び実施項目

個別項目

2
　
効
率
的
・
効
果
的
な
行
政
経
営
の
推
進

1
職員の適正管
理と 組織の強
化

2
職員の意識改
革と 人材育成
の推進

3
業務改善の推
進

4
広域行政の推
進
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重点
項目

整理
番号

実施項目 所管課 ページ ２ ３ ４ ５ ６ ７

1
財政健全化に向けた計画の定
期的な見直し と 財政指標の公
表

財政課 77 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

2 予算査定の改革 財政課 79 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

1 市税収納率の向上 税務課 81 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

2
保育料・ 学童保育料の徴収率
の向上

子育て応援
課

83 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

3 補助金の公正な見直し 財政課 85 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

4
公共工事コ ス ト 縮減プロ グラ
ムの推進【 終結】

契約検査課 87 Ａ

5 市単独給付事業の見直し 高齢福祉課 88 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

6 産業振興計画の推進 商工観光課 89 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

7
学校関係情報シス テム導入事
務の適正化【 終結】

教育総務課 91 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

8 定住促進に向けた取組 総合政策課 92 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

９ 受益者負担の適正化【 新】 財政課 94

1
公共施設等総合管理計画の充
実

総合政策課 95 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

2
公共施設の有効活用のための
方針の検討

総合政策課 96 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

3 Ｐ Ｐ Ｐ ／Ｐ Ｆ Ｉ の推進 総合政策課 98 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

4 低・ 未利用財産の適正管理 総務人事課 100 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

5 公用車・ 駐車場の適正管理 総務人事課 102 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

1
水道事業の安定給水の確保と
経営の安定化

企業経営課
上下水道課

104 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

2 下水道事業の健全経営の推進
企業経営課
上下水道課

106 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

3
（ 公財） 下野市農業公社の活
性化

農政課 108 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

4
（ 一社） 下野市観光協会の活
性化

商工観光課 110 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

5
（ 一財） グリ ムの里いし ばし
の活性化

生涯学習文
化課

112 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

3
　
将
来
に
わ
た
り
持
続
可
能
な
財
政
運
営
の
推
進

1
健全財政の堅
持

2

税収等の財源
確保と 経費適
正化（ 抑制）
の推進

3
公共施設等の
適正配置と 管
理

4

地方公営企
業・ 第３ セク
タ ー等の経営
健全化の推進

個別項目

重点項目における 個別項目及び実施項目 年度別進捗状況評価
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進捗状況報告書

体系 1-1-1

所管課 市民協働推進課

年度 年度計画

A

自治基本条例情報紙ら いさ ま を 発行し た（ 8

月） 。 2月発行予定分は、 編集テーマと し て

いたワ ーク ショ ッ プがコ ロ ナ禍によ り 直前

の開催延期に至ったため編集委員会で協議

のう え発行延期と し た。

協働の指針研修を開催し 条例の啓発を 行っ

た。 （ 全職員を 対象と し た自主学習及び修

了テス ト ）

人材バンク 新規登録者 5名

登用件数 3件（ う ち市民団体への紹介2

件）
財 政

効果額

A

自治基本条例情報紙ら いさ ま を 発行し た（ 8

月、 2月） 。

職員の新規採用時に人事担当よ り 自治基本

条例概要版を 配布し た。

人材バンク 新規登録者 5名

登用件数 5件（ う ち市民団体への紹介1

件）

財 政

効果額

B

自治基本条例情報紙ら いさ ま を 発行し た

（ 15号： 8月、 16号： 2月） 。

職員の新規採用時に人事担当よ り 自治基本

条例概要版を 配布し た。

人材バンク 新規登録者 1名

登用件数 2件

財 政

効果額

R4

       ⇓

人材バンク への新規

登録者： ２ 名

自治基本条例情報紙等を活用し た情

報発信を 行い、 協働のま ちづく り に

関する 周知啓発を 図る 。

ま ちづく り 人材バンク の制度周知及

び登録者募集についてＰ Ｒ を 行い人

材バンク への登録促進を図り 、 市の

審議会やイ ベント 等へ登録者の登用

を 推進する 。

R3

       ⇓

人材バンク への新規

登録者： ２ 名

○人材バンク 要綱の

見直し 検討

自治基本条例情報誌ら いさ ま の発

行。

協働のあり 方について職員への啓発

を 目的と し た協働の指針研修を 開催

する 。

ま ちづく り 人材バンク の制度周知及

び登録者募集についてＰ Ｒ を 行い人

材バンク への登録促進を図り 、 市の

審議会やイ ベント 等へ登録者の登用

を 推進する 。

課題

自治基本条例の基本理念である 協働によ る ま ちづく り を 推進する ため、 市民が有す

る 高い専門知識能力及び経験を市政に反映さ せる と と も に、 市民が市政に参画する

機会を 拡充する 必要があり ま す。
実施

項目

協働のし く みづく り

の推進

内容

自治基本条例の基本理念である 協働のま ちづく り について、 自治基本条例情報紙ら

いさ ま の発行や、 協働の指針によ り 図る も のと し ま す。 さ ら に、 市民の方に希望す

る 活動分野について人材バンク に登録いただき 、 庁内で情報共有し 、 各種審議会の

学識経験者と し て活躍いただく ほか、 関係課や市民活動団体の求めに応じ て講演講

話の講師へ、 登録者の意向によ り 登用する など 協働のま ちづく り を進めま す。

取組内容 進捗状況

R2

      実施

人材バンク への新規

登録者： ２ 名

自治基本条例情報誌ら いさ ま の発行

（ 年2回 8月、 2月） 。

協働のあり 方について職員への啓発

を 目的と し た協働の指針研修を 開催

する 。

ま ちづく り 人材バンク の制度周知及

び登録者募集についてＰ Ｒ を 行い人

材バンク への登録促進を図り 、 市の

審議会やイ ベント 等へ登録者の登用

を 推進する 。
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進捗状況報告書

A

自治基本条例検討委員会を設置し 、 自治基

本条例の検証を 行っ た。

自治基本条例情報紙ら いさ ま を ２ 回（ 17

号： 8月、 18号： 2月） 発行し 情報発信及び

協働のま ちづく り に関する 周知啓発を 図っ

た。

リ ク エス ト 講座で自治基本条例に係る 講座

を 実施し た。 （ 5月）

職員の新規採用時に人事担当よ り 自治基本

条例概要版を 配布し た。

人材バンク 登録更新者 ５ 名

登用件数 １ 件

財 政

効果額

A

自治基本条例情報紙ら いさ ま を ２ 回（ 19

号： 8月、 20号： 2月） 発行し 情報発信及び

協働のま ちづく り に関する 周知啓発を 図っ

た。

ま ちづく り 入門講座で協働のま ちづく り 推

進に係る 講座を 実施し た。 （ ６ 月）

職員の新規採用時に人事担当よ り 自治基本

条例概要版を 配布し た。

人材バンク 新規登録者 ３ 名

人材バンク 登録更新者 １ 名

登用件数 ５ 件

財 政

効果額

財 政

効果額

R6

       ⇓

人材バンク への新規

登録者： ２ 名

自治基本条例情報紙等を活用し た情

報発信を 行い、 協働のま ちづく り に

関する 周知啓発を 図る 。

ま ちづく り 人材バンク の制度周知及

び登録者募集についてＰ Ｒ を 行い人

材バンク への登録促進を図り 、 市の

審議会やイ ベント 等へ登録者の登用

を 推進する 。

R7

       ⇓

〇人材バンク 要綱の

見直し 検討

人材バンク への新規

登録者： ２ 名

自治基本条例情報紙等を活用し た情

報発信を 行い、 協働のま ちづく り に

関する 周知啓発を 図る 。

ま ちづく り 人材バンク の制度周知及

び登録者募集についてＰ Ｒ を 行い人

材バンク への登録促進を図り 、 市の

審議会やイ ベント 等へ登録者の登用

を 推進する 。

R5

       ⇓

〇人材バンク 要綱の

見直し 検討

人材バンク への新規

登録者： ２ 名

自治基本条例検討委員会を 設置し 、

自治基本条例の検証を 行う 。 自治基

本条例情報紙等を 活用し た情報発信

を 行い、 協働のま ちづく り に関する

周知啓発を 図る 。

ま ちづく り 人材バンク の制度周知及

び登録者募集についてＰ Ｒ を 行い人

材バンク への登録促進を図り 、 市の

審議会やイ ベント 等へ登録者の登用

を 推進する 。
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進捗状況報告書

体系 1-1-2

所管課 総合政策課

年度 年度計画

Ｂ

下野市審議会等の設置及び運営等に関する 要綱で

は、 公募委員の登用と 委員の男女構成比において努

力目標を 示し ており 、 庁内での周知を ２ 回実施し 、

徹底を 図っ た。

委員の選任状況は下記のと おり 。

➣審議会等 30件

  う ち公募委員20％以上 15件（ 50％）

  う ち女性委員30％以上 20件（ 66.6％）

(専門性・ 特殊性等を 有し 、 公募を 実施し ない審議会

を除く 。 以下同じ )

財 政

効果額

A

下野市審議会等の設置及び運営等に関する 要綱で

は、 公募委員の登用と 委員の男女構成比において努

力目標を 示し ており 、 庁内での周知を ２ 回実施し 、

徹底を 図っ た。

委員の選任状況は下記のと おり 。

➣審議会等 31件

  う ち公募委員20％以上 18件（ 58.1％）

  う ち女性委員30％以上 23件（ 74.2％）

財 政

効果額

A

下野市審議会等の設置及び運営等に関する 要綱で

は、 公募委員の登用と 委員の男女構成比において努

力目標を 示し ており 、 庁内での周知を ２ 回実施し 、

徹底を 図っ た。

委員の選任状況は下記のと おり 。

➣審議会等 28件

  う ち公募委員20％以上 18件（ 64.3％）

  う ち女性委員30％以上 20件（ 71.4％）

財 政

効果額

R3

    ↓

委員構成比の目標達

成審議会等の割合

➣公募委員： 55％

➣男女構成比率：

60％

「 下野市審議会等の設置

及び運営等に関する 要

綱」 について継続し て庁

内周知を 実施し 、 職員の

制度認識を高め、 公募委

員及び女性委員構成比の

向上、 目標達成を 目指

す。

課題

多様化する 市民ニーズに対応する ため、 審議会等自体における 多様性についても

よ り 強化し 、 様々な角度から の意見・ 提言等を 市政に反映し ていく 必要があり ま

す。
実施

項目

審議会等の効果的な

運営の推進

内容

審議会等に多様性を 確保する ため、 「 下野市審議会等の設置及び運営等に関する

要綱」 に基づく 委員構成（ 公募委員２ ０ ％以上、 男女構成比率各３ ０ ％以上） の

実現を 図り 、 市民協働によ る 審議会等の効果的な運営によ り 、 市民サービ ス の向

上等を 推進し ま す。 ま た、 市政への市民参加の促進に資する ため、 審議会等の適

正な情報公開についても 推進し ま す。

取組内容 進捗状況

R2

  実施

委員構成比の目標達

成審議会等の割合

➣公募委員： 55％

➣男女構成比率：

60％

「 下野市審議会等の設置

及び運営等に関する 要

綱」 について周知徹底を

継続し 、 公募委員及び女

性委員構成比の目標達成

を目指す。

R4

    ↓

委員構成比の目標達

成審議会等の割合

➣公募委員： 55％

➣男女構成比率：

60％

「 下野市審議会等の設置

及び運営等に関する 要

綱」 について継続し て庁

内周知を 実施する と と も

に、 職員の制度認識を 高

める ための更に効果的な

方策を 検討し 、 適正な委

員構成比率を 向上さ せる

ための取組みを 推進す

る 。
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進捗状況報告書

A

下野市審議会等の設置及び運営等に関する 要綱で

は、 公募委員の登用と 委員の男女構成比において努

力目標を 示し ており 、 庁内での周知を２ 回実施し 、

徹底を 図った。

委員の選任状況は下記のと おり 。

➣審議会等 27件

  う ち公募委員20％以上 17件（ 63.0％）

  う ち女性委員30％以上 21件（ 77.8％）

財 政

効果額

A

➣審議会等 30件

  う ち公募委員20％以上 18件（ 60.0％）

  う ち女性委員30％以上 20件（ 66.7％）

財 政

効果額

財 政

効果額

R5

    ↓

委員構成比の目標達

成審議会等の割合

➣公募委員： 60％

➣男女構成比率：

65％

「 下野市審議会等の設置

及び運営等に関する 要

綱」 について継続し て庁

内周知を 実施する と と も

に、 職員の制度認識を 高

める ための更に効果的な

方策を 検討し 、 適正な委

員構成比率を 向上さ せる

ための取組みを 推進す

る 。

R6

    ↓

委員構成比の目標達

成審議会等の割合

➣公募委員： 60％

➣男女構成比率：

65％

「 下野市審議会等の設置

及び運営等に関する 要

綱」 について継続し て庁

内周知を 実施する と と も

に、 適正な制度運用や委

員の任用を実現する た

め、 全庁的な指導等を 実

施する 。

R7

       ⇓

委員構成比の目標達

成審議会等の割合

➣公募委員： 65％

➣男女構成比率：

70％

「 下野市審議会等の設置

及び運営等に関する 要

綱」 について継続し て庁

内周知を 実施する と と も

に、 適正な制度運用や委

員の任用を実現する た

め、 全庁的な指導等を 実

施する 。

公募委員が募集数に満た

ない場合は、 再公募を 実

施する 。
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進捗状況報告書

体系 1-1-3

所管課 環境課

年度 年度計画

Ａ

協働プロ ジェ ク ト 事業については、 関係各

課へ調査によ り 確認し た結果、 計画に位置

づけた協働プロ ジェ ク ト ４ ７ 項目のう ち４

０ 項目において市民参加型事業が行われ

た。 ま た、 し も つけ環境市民会議と 環境課

と の協働プロ ジェ ク ト の「 環境フ ェ ア」 が

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染拡大防止のため開

催を 中止し た。

し も つけ環境市民会議の活動について年間

を 通じ 支援を 行っ た。

財 政

効果額

Ａ

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染防止対策を 行いな

がら 、 計画に位置づけた協働プロ ジェ ク

ト 、 市民参加型事業を 実施する こ と ができ

た。

ま た、 持続可能な地域社会を 構築し ていく

ために、 し も つけ環境市民会議と 環境課と

の協働プロ ジェ ク ト である 「 環境フ ェ ア」

については「 消費者ま つり 」 と ２ 月６ 日

(日)に同時開催し 、 市民、 市民団体、 事業

者が120名が参加し 、 市民等が環境問題への

関心を たかめ、 環境意識の向上に努めた。

財 政

効果額

Ａ

計画に位置づけた協働プロ ジェ ク ト 、 市民

参加型事業を 実施する こ と ができ た。

ま た、 持続可能な地域社会を 構築し ていく

ために、 し も つけ環境市民会議と 環境課と

の協働プロ ジェ ク ト である 「 環境フ ェ ア」

については「 消費者ま つり 」 と １ 月29日

(日)～２ 月５ 日(日)に同時開催し 、 市民、 市

民団体、 事業者が参加し 環境情報の提供に

努める こ と ができ た。

 参加者数： 330名

財 政

効果額

R4

       ⇓

環境フ ェ ア参加者数：

100名

環境基本計画（ 改訂版） に基づ

き 、 協働プロ ジェ ク ト を 推進し

ていく 。

し も つけ環境市民会議の活動に

対し 、 運営支援を 行う 。 ま た、

し も つけ環境市民会議と の連携

によ り 、 環境フ ェ アの開催、 市

民への環境情報の提供・ 発信を

行う 。

ま た、 次期計画の策定に向けて

取り 組む。

R3

       ⇓

環境フ ェ ア参加者数：

80名

環境基本計画（ 改訂版） に基づ

き 、 協働プロ ジェ ク ト を 推進し

ていく 。

し も つけ環境市民会議の活動に

対し 、 運営支援を 行う 。 ま た、

し も つけ環境市民会議と の連携

によ り 、 環境フ ェ アの開催、 市

民への環境情報の提供・ 発信な

ど を 行っ ていく 。

課題

計画が目指す環境像や基本目標の実現には、 市及び市民等の各主体が環境の保

全と 創造に対する 自ら の役割を 理解し 、 環境パート ナーシッ プのも と 取組を 積

極的に進めていく こ と が重要であり 、 市民等の環境意識の向上のため、 更なる

啓発と 情報提供に努める 必要があり ま す。

実施

項目
環境基本計画の推進

内容

「 下野市環境基本計画」 に基づき 、 市民、 市民団体、 事業者、 市が協働によ

り 、 それぞれの役割分担と パート ナーシッ プのも と に事業の展開を 図り 、 計画

を 推進し ま す。 なお、 その協働への入口と し て、 環境フ ェ アへの参加を 促進す

る など 、 環境問題への関心を 高める 取組に努めま す。

取組内容 進捗状況

R2

○し も つけ環境市民会議

と の協働によ る 環境基本

計画の推進

環境フ ェ ア参加者数：

70名

環境基本計画（ 改訂版） に基づ

き 、 協働プロ ジェ ク ト を 推進し

ていく 。

し も つけ環境市民会議の活動に

対し 、 運営支援を 行う 。 ま た、

し も つけ環境市民会議と の連携

によ り 、 環境フ ェ アの開催、 市

民への環境情報の提供・ 発信な

ど を 行っ ていく 。
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進捗状況報告書

A

計画で掲げた目標「 環境行動が進み、 と も

に築く 環境のま ちづく り 」 を 達成する ため

に、 広域な地域や多様な人々と の連携や協

働し て、 持続可能な地域社会の実現のた

め、 し も つけ環境市民会議と 環境課環境

パート ナーシッ プに基づく 、 「 環境フ ェ

ア」 については「 消費者ま つり 」 と １ 2月10

日(日)～12月15日(金)に同時開催し 、 市

民、 市民団体、 事業者が参加し て環境情報

の提供に努める こ と ができ た。

 参加者数： 500名

財 政

効果額

A

計画で掲げた目標「 環境行動が進み、 と も

に築く 環境のま ちづく り 」 を 達成する た

め、 市民・ 市民団体・ 事業者等と 連携・ 協

力し 、 持続可能な地域の実現を 目指し 、 し

も つけ環境市民会議と 環境課環境パート

ナーシッ プに基づく 、 「 環境フ ェ ア」 を

「 消費者ま つり 」 と １ 2月15日(日)～12月20

日(金)に同時に開催し た。

参加団体は昨年よ り 多く の市民団体、 事業

者が参加し 環境情報の提供に努める こ と が

でき た。

 参加者数： 500名

財 政

効果額

財 政

効果額

R6

       ⇓

環境フ ェ ア参加者数：

140名

第二次下野市環境基本計画で掲

げた目標を 達成する ため、 取り

組みを 推進し ていく 。

し も つけ環境市民会議と 連携を

し て、 環境フ ェ アを 開催し 、 環

境情報の提供・ 発信を 行う

R7

       ⇓

環境フ ェ ア参加者数：

250名

第二次下野市環境基本計画で掲

げた目標を 達成する ため、 取り

組みを 推進し ていく 。

し も つけ環境市民会議と 連携を

し て、 環境フ ェ アを 開催し 、 環

境情報の提供・ 発信を 行う 。

R5

       ⇓

環境フ ェ ア参加者数：

120名

第二次下野市環境基本計画で掲

げた目標を 達成する ために、 取

り 組みを 行い、 し も つけ環境市

民会議と の連携し て、 環境フ ェ

アを 開催し 、 環境情報の提供・

発信を 行う
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進捗状況報告書

体系 1-1-4

所管課 生涯学習文化課

年度 年度計画

A

「 市民と 行政の協働のま ちづく り 」 への理解を深める ため、 地域

おこ し 協力隊などのま ちづく り の実践者をパネリ ス ト と し て招い

た講演会（ ひと ・ ま ちづく り 講演会） の開催を1月に予定し ていた

が、 新型コ ロ ナウ ィ ルス の影響によ り 延期と なった。

ま た、 各公民館において次の「 ま ちづく り 入門講座」 を 企画し て

いたが、 同様にほぼ中止と なった。

①ラ イ フアッ プ・ 下野のいいと こ （ 国分寺公民館）

②託児ボラ ンティ ア体験～子ども と 一緒に遊びま せんか～（ 国分

寺公民館）

③子育て応援ボラ ンティ ア講座（ 石橋公民館）

④紙のス テンド グラ ス をつく ろう （ 南河内公民館）

⑤WELCOME！下野市～あなたなら 下野市の観光をどう プロ

デュ ース し ま すか～（ 南河内公民館）

⑥こ ども 下野探検隊（ 南河内東公民館）

⑦情報収集のためのス マホ講座（ 南河内東公民館）

財 政

効果額

A

実践者をパネリ ス ト と し て招いた講演会「 ひと ・ ま ちづく り 講演

会」 を実施し た。 当初は人を集めての開催を予定し ていたが、 コ

ロ ナ対策のため、 動画配信によ り 行った。

ま た、 各公民館において次の「 ま ちづく り 入門講座」 を 実施し

た。

①ラ イ フアッ プ・ 下野のいいと こ （ 国分寺公民館）

②花壇ボラ ンティ アを楽し も う （ 石橋公民館）

③ご近所元気あっぷサロ ン2021（ 石橋公民館）

④下野市の自然を楽し も う （ 南河内公民館）

⑤情報収集のためのス マホ講座（ 南河内東公民館）

財 政

効果額

A

○コ ロ ナ対策を講じ たう えで、 地域づく り の実践者をパネリ ス ト

と し て招いた「 ひと ま ちづく り ト ーク セッ ショ ン」 （ 講演会） を

市役所４ 階展望テラ ス で実施し た。 参加者数： 26名

○各公民館において次の「 ま ちづく り 入門講座」 を実施し た。

・ ラ イ フアッ プ・ し も つけのいいと こ (国分寺公民館)

・ 現石橋公民館ラ ス ト フラ ワ ーガーデン（ 石橋公民館）

・ 庭園管理入門講座（ 石橋公民館）

・ ０ から 始める 囲碁（ 南河内公民館）

・ ラ ジオ講座下野市の自然を楽し も う （ 南河内公民館）

・ ヨ シダのチカラ （ 南河内東公民館）

財 政

効果額

R3

    ⇓

延べ参加者数：

3,150名

市民が積極的に「 ま ちづく

り 」 に参画する 意識の醸成

を図る ため、 市民ニーズや

地域課題に沿った講師選定

や、 「 ま ちづく り 」 が市民

にと って身近な課題と 感じ

ら れる よ う な講座・ 講演会

のテーマ選びをし ていく 。

併せてよ り 多く の市民に講

座・ 講演会の開催の広報・

周知を図り 、 意識啓発に努

める 。

課題

ま ちづく り への市民参画を促し 、 市民の有する 貴重な経験と 専門的知識・ 技術等をま ちづ

く り に活かし ていく 仕組みづく り が大切であり ま すが、 ま ちづく り に関する 講演会・ 講座

は比較的参加者が少ない状況にあり ま す。
実施

項目

生涯学習によ る

協働のま ちづく

り の推進

内容

市民が積極的に「 ま ちづく り 」 に参画する 意識の醸成を図る ため、 市民ニーズや地域課題

に沿った講師選定や、 「 ま ちづく り 」 が市民にと って身近な課題と 感じ ら れる よ う な講

座・ 講演会のテーマ選びに努めま す。 併せて、 よ り 多く の市民に、 講座・ 講演会の開催に

ついて広報・ 周知を図り ま す。

取組内容 進捗状況

R2

○ひと ・ ま ちづ

く り 講演会及び

ま ちづく り リ ク

エス ト 講座の実

施

延べ参加者数：

3,100名

市民が積極的に「 ま ちづく

り 」 に参画する 意識の醸成を

図る ため、 市民ニーズや地域

課題に沿った講師選定や、

「 ま ちづく り 」 が市民にと っ

て身近な課題と 感じ ら れる よ

う な講座・ 講演会のテーマ選

びをし ていく 。 併せてよ り 多

く の市民に講座・ 講演会の開

催の広報・ 周知を図り 、 意識

啓発に努める 。

R4

   ⇓

延べ参加者数：

3,200名

市民が積極的に「 ま ちづく

り 」 に参画する 意識の醸成を

図る ため、 市民ニーズや地域

課題に沿った講師選定や、

「 ま ちづく り 」 が市民にと っ

て身近な課題と 感じ ら れる よ

う な講座・ 講演会のテーマ選

びをし ていく 。 併せてよ り 多

く の市民に講座・ 講演会の開

催の広報・ 周知を図り 、 意識

啓発に努める 。

13



進捗状況報告書

A

○ひと ま ちづく り 事業と し て、 「 公ヒ ～Ｂ Ａ Ｒ （ 珈琲バー） 」 を

石橋公民館１ 階ロ ビーにて開催し た。

○各公民館において次の「 ま ちづく り 入門講座」 を実施し た。

・ 再発見！ふく べ細工の魅力(石橋公民館)

・ 新・ フラ ワ ーガーデン（ 石橋公民館）

・ 庭園管理実践講座（ 石橋公民館）

・ 花と 小さ なつながり と （ 南河内公民館）

・ 暗渠マニアッ ク ス と 見つける 新し いま ちの景色（ 南河内公民

館）

・ 高齢社会を どう 生き る （ 南河内公民館）

・ ザ・ ヒ ーロ ーズ（ 南河内東公民館）

・ よ う こ そ！ス ペイ ン語の世界へ（ 南河内東公民館）

財 政

効果額

A

○各公民館において次の「 ま ちづく り 入門講座」 を実施し た。

・ 「 ふく べ」 を知ろう ～伝統のふく べ細工でイ ンテリ アづく り ～

(国分寺公民館)

・ し も つけ花いっぱい講座～ガーデニング実践～(石橋公民館)

・ ザ・ ヒ ーロ ーズ２ ～街を守る  家族を守る  消防団（ 石橋公民館）

・ 公民館で ちょ こ っと SDGs講座（ 石橋公民館）

・ ま ちづく り の役割（ 南河内公民館）

・ みんなの防災（ 南河内東公民館）

・ 浴衣で盆踊り ～みんなで夏を楽し も う ～（ 南河内東公民館）

財 政

効果額

財 政

効果額

R5

   ⇓

延べ参加者数：

3,250名

市民が積極的に「 ま ちづく

り 」 に参画する 意識の醸成を

図る ため、 市民ニーズや地域

課題に沿った講師選定や、

「 ま ちづく り 」 が市民にと っ

て身近な課題と 感じ ら れる よ

う な講座・ 講演会のテーマ選

びをし ていく 。 併せてよ り 多

く の市民に講座・ 講演会の開

催の広報・ 周知を図り 、 意識

啓発に努める 。

R6

   ⇓

延べ参加者数：

3,250名

市民が積極的に「 ま ちづく

り 」 に参画する 意識の醸成を

図る ため、 市民ニーズや地域

課題に沿った講師選定や、

「 ま ちづく り 」 が市民にと っ

て身近な課題と 感じ ら れる よ

う な講座のテーマ選びを し て

いく 。 併せて、 よ り 多く の市

民に講座の開催の広報・ 周知

を 図り 、 意識啓発に努める 。

R7 終結
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進捗状況報告書

体系 1-1-5

所管課 ス ポーツ 振興課

年度 年度計画

A

運営調整会議では新型コ ロ ナウ ィ ルス 感染

症の感染状況から 教室の自粛について協議

を 行っ た。 こ の他には運営状況の情報交換

を 各ク ラ ブが行っ ている 。

ス ポーツ 教室については、 13教室中7教室を

中止と し たが、 開催し た一部の教室では、

感染症対策の内容について運営調整会議で

検討を 行い、 教室を 開催し た。

財 政

効果額

A

調整会議では、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症

の影響を 受けながら も 教室が開催でき る よ

う 、 感染対策について協議し た。 ま た、 運

営状況の情報交換を 行っ た。

ス ポーツ 教室については、 14教室中4教室を

中止と し たが、 感染対策を 十分に講じ て10

教室開催し た。

財 政

効果額
 

A

調整会議では、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症

対策と し て、 施設貸出の取扱等を 含めて情

報交換を 行い、 共通理解を 深めた。

ま た、 ス ポーツ 教室については、 受付時に

消毒及び検温の対応によ り 、 13教室中11教

室を 実施する こ と ができ た。

財 政

効果額

A

調整会議において、 今後の支援・ 運営方針

について協議し 、 共通理解を 図っ た。

ま た、 ス ポーツ 教室については、 新型コ ロ

ナウ イ ルス 感染症が５ 類に引き 下げら れた

こ と も あり 、 全ての教室を 実施する こ と が

でき た。

教室実施数： 13教室

教室参加者数： 延べ658名

財 政

効果額

R3

       ⇓

ス ポーツ 教室参加者数

： 905名

新型コ ロ ナウ ィ ルス 感染症の影

響が続いており 、 こ の影響から

ク ラ ブの運営が困難と なっ てい

る 面がある 。 対応策など ク ラ ブ

間の調整など を 行っ ていく 。

今後も 感染症の影響が継続し て

し ま う こ と も 考慮し 、 ス ポーツ

教室の内容について検討を 行

う 。

課題

各地区を 拠点と する ３ つの総合型地域ス ポーツ ク ラ ブについて、 よ り 一層の活

性化を 図り 、 個々の生き がいづく り ・ 健康づく り を 通し て、 地域コ ミ ュ ニティ

の強化を 促進し 、 参加者の中から 運営側に参入する など 、 ク ラ ブの継続性につ

いても 強化し ていく 必要があり ま す。

実施

項目

総合型地域ス ポーツ ク ラ

ブと の連携

内容

統一的な運営や市民ニーズに合っ たク ラ ブ運営に資する ため、 調整会議におい

て、 ク ラ ブへの支援の在り 方等について検討し 、 ま た、 市が委託する ス ポーツ

教室等について参加者数の実績など を 検証し 、 活性化に向けた運営の改善を 実

施し ま す。

取組内容 進捗状況

R2

○調整会議の実施

○ス ポーツ 教室等の業務

委託内容の見直し

ス ポーツ 教室参加者数

： 900名

運営調整会議を 行い、 各ク ラ ブ

の調整を 行う 。

ス ポーツ 教室等の内容について

検討を 行う 。

R4

       ⇓

ス ポーツ 教室参加者数

： 910名

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の影

響から 教室など の事業が中止と

なり 、 ク ラ ブ運営に大き な影響

がある が、 ク ラ ブ間の調整・ 情

報交換を 引き 続き 行う 。

ス ポーツ 教室は感染症対策を 十

分に講じ て開催でき る 内容につ

いて検討を 行う 。

R5

       ⇓

ス ポーツ 教室参加者数

： 915名

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の影

響から 教室など の事業が中止と

なっ てき たが、 国の感染症対策

も 軽減さ れ、 従来ど おり の事業

に取り 組むこ と と 、 感染症対策

のバラ ン ス の取れた形での事業

運営を 目指すため、 3団体相互

の情報共有と 行政から のメ

ニュ ーの要望について、 検討及

び調整を 図る 。
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進捗状況報告書

A

調整会議において、 今後の支援・ 運営方針

について協議し 、 共通理解を 図っ た。

ま た、 ス ポーツ 教室については、 予定し て

いた全ての教室を 実施する こ と ができ た。

教室実施数： 10教室

教室参加者数： 延べ434名

財 政

効果額

財 政

効果額

R6

      ⇓

ス ポーツ 教室参加者数

： 920名

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の影

響も 少なく なり 、 予定し ている

教室は全て実施する と と も に、

周知啓発に努め参加者数の増加

を 図る 。

ま た、 ３ 団体相互の情報共有と

市から の今後の方針等の説明に

努め、 ク ラ ブの活性化に向けた

運営の改善を 図る 。

R7

      ⇓

ス ポーツ 教室参加者数

： 925名

予定し ている 教室は全て実施す

る と と も に、 周知啓発に努め参

加者数の増加を 図る 。

ま た、 ３ 団体相互の情報共有と

市から の今後の方針等の説明に

努め、 ク ラ ブの活性化に向けた

運営の改善を 図る 。
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進捗状況報告書

体系 1-1-6

所管課 学校教育課

年度 年度計画

A

コ ロ ナ禍ではあったが、 各校において会の持ち方等の工

夫を 行い、 学校運営協議会を開催し ていただいた。 国分

寺中学校区では、 「 頑張る 学校・ 地域！応援プロ ジェ ク

ト 」 の実践によ り 、 学校と 地域が連携・ 協働し た多く の

取組が行われた。 その中で、 各校の学校運営協議会委員

の代表が集ま った推進会議が開催さ れ、 地域学校協働推

進本部設置につながる 実践も 行われた。

財 政

効果額

A

学校HPや各種たよ り によ り 地域や保護者への周知を 図っ

ている 。 さ ら に周知を深める ため、 情報発信に努める 必

要がある 。 研修については、 生涯学習文化課主催によ る

学校運営協議会委員や教員向けの講話と 、 校長 会での講

話を 実施し 地域と 学校の連携について理解を深める 機会

を設ける こ と ができ た。 各校の学校運営協議会では様々

な取組が見ら れた。 協議会委員と PTA役員と の連絡会、

協議会委員と 教職員の情報交換会などの取組が行われ

た。

財 政

効果額

A

各学校において、 学校HPや各種たよ り によ り 地域や保護

者への周知を図っている 。 全学校のHPに学校運協議会の

ページを設け、 情報発信に努めている 。 研修について

は、 生涯学習文化課主催によ る 学校運営協議会委員や教

員向けの講話を実施し 地域と 学校の連携について理解を

深める 機会を設ける こ と ができ た。 各校で協議会委員と

PTA役員と の連絡会、 協議会委員と 教職員の情報交換会

など の様々な取組が行われた。

財 政

効果額

A

全学校HPに学校運営協議会のページを設け、 会議の議事

録等を公開する と と も に、 各種たよ り によ り 地域や保護

者への周知を図っている 。 研修については、 生涯学習文

化課主催によ る 学校運営協議会委員や教員向けの講話を

実施し 、 地域と 学校の連携について理解を深める 機会を

設けている 。 各校においてPTA役員や教職員と の情報交

換会などを実施する と と も に、 中学校区での合同学校運

営協議会を開催する など、 様々な取組が行われた。

財 政

効果額

R3 充実・ 検討

学校運営協議会の組織自体や、 地域学校

協働活動についての周知を行い、 活動に

関わる 方を増やし ていく 必要がある 。 学

校HPや学校だよ り 等によ る 活動の周知

や、 幅広い方面から の委員の選出等によ

り 、 地域における 学校運営協議会の認知

度を高めていく 。 併せて、 委員の方への

研修会や地域学校協働本部設置への取組

も 行っていく 。

課題

「 地域でど のよ う な子ども たちを育てる のか」 、 「 何を実現し ていく のか」 と いう 目標や

ビジョ ンを、 地域（ 保護者・ 地域住民等） と 学校が共有し 、 一体と なって子ども たちを育

む「 地域と と も にある 学校」 へと 進めていく 必要があり ま す。
実施

項目

学校運営協議会

活動の充実

内容

「 学校運営協議会」 を中心に、 主に次の活動を行いま す。

①学校、 家庭及び地域における 教育課題解決の協議（ 熟議）

②学校の教育活動への連携・ 協働

③小中一貫教育推進への具体的な支援の協議

④学校の運営状況等の評価(学校評価)についての協議

⑤地域学校協働活動推進本部に関する 検討

取組内容 進捗状況

R2

R4 ⇓

学校運営協議会の周知については、 各校

で取り 組んでいる が、 さ ら に周知を広め

る 必要がある 。 研修についても 対象の範

囲を広げる など、 継続し て実施し てい

く 。 ま た、 地域学校協働推進本部の設置

につながる 動き も 昨年度見ら れてき たの

で、 さ ら にその動き を推進し ていく 。

R5 ⇓

学校運営協議会の周知については、 各校

で取組をさ ら に広めていく 必要がある 。

研修についても 対象の範囲を広げる な

ど、 継続し て実施し ていく 。 ま た、 地域

学校協働推進本部の設置に向けて活動が

推進し ていく よ う に支援し ていく 。
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進捗状況報告書

A

生涯学習文化課と 連携を図り 、 関係職員と 各地区の地域

学校協働活動推進員での会議を定期的に開催し た。 会議

においては、 各学校の学校運営協議会の様子を把握する

と 共に、 今後の地域学校協働本部立ち上げに向けた協議

を進めてき た。

各学校においては、 地域と と も にある 学校づく り に向け

学校運営協議会の活用を図っている 。 一方で学校運営協

議会の設置から 数年が経っ ており 形骸化が懸念さ れる 。

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓

・ 近い将来の地域学校協働活動推進本部

の設置を目指し 、 中学校区での学校運営

協議会を実施する など、 地域と と も にあ

る 学校と し て更なる 充実を図る 。

・ 地域学校協働活動推進員を集めた会議

を生涯学習文化課と 合同で開催し 、 市全

体で地域と と も にある 学校を目指す。

R7 ⇓

・ 国分寺地区をモデルと し た地域学校協

働本部の設置に向け、 生涯学習文化課、

地域学校協働活動推進員と 連携し ながら

準備を進める 。

・ 各学校の学校運営協議会の実施状況を

把握し 、 地域に開かれた学校、 学校を核

と し た地域づく り に向けた支援を行う 。
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進捗状況報告書

体系 1-2-1

所管課 総合政策課

年度 年度計画

A

広報紙、 ホーム ページ、 コ ミ ュ ニティ FM 、

Tw itterを 活用し 、 情報発信に取り 組んだ。

多言語翻訳アプリ 「 カタ ロ グポケッ ト 」 に

は、 広報紙の他、 行政カレ ン ダーを 掲載し

た。

財 政

効果額

A

広報紙、 ホーム ページ、 コ ミ ュ ニティ FM 、

Tw itterを 活用し 、 情報発信に取り 組んだほ

か、 メ ール配信シス テム を 拡充し 、 LINEを

活用し た情報発信シス テムを 構築し た。

財 政

効果額

A

広報紙、 ホーム ページ、 コ ミ ュ ニティ FM 、

Tw itter、 LINEを 活用し 、 情報発信に取り 組

んだほか、 ホームページを レ ス ポン シブデ

ザイ ン に変更し 、 ス マート フ ォ ンやタ ブ

レ ッ ト 端末等での表示に最適化し た。

財 政

効果額

A

広報紙、 ホーム ページ、 コ ミ ュ ニティ FM 、

X、 LINE等を 活用し て情報発信に取り 組ん

だ。

多言語翻訳アプリ 「 カタ ロ グポケッ ト 」 で

は、 広報紙、 行政カレ ン ダーに加えて市民

生活ガイ ド ブッ ク も 掲載する こ と と し て、

即時配信に取り 組んだ。

財 政

効果額

A

広報紙、 ホーム ページ、 コ ミ ュ ニティ FM 、

X、 LINE、 Instagram 等を 活用し て情報発信

に取り 組んだ。

多言語翻訳アプリ 「 カタ ロ グポケッ ト 」 で

は、 広報紙、 行政カレ ン ダー、 市民生活ガ

イ ド ブッ ク に加えて、 内水ハザード マッ プ

を 掲載する こ と と し て、 情報の共有化、 即

時配信に取り 組んだ。

財 政

効果額

財 政

効果額

R3 ⇓

引き 続き 広報紙やホームページ

の内容の充実を 図る と と も に、

コ ミ ュ ニティ FM 等各発信媒体

の特性を 生かし た、 効果的な情

報提供に努める 。

課題
広報紙やホーム ページ等、 様々な媒体を 活用する と と も に、 適切な情報発信を

推進し ていく 必要があり ま す。実施

項目
情報発信の強化

内容

各課広報委員に対し 毎年研修を 行い、 広報紙・ ホーム ページ等における 情報発

信力の強化を 図り 、 よ り 分かり やすく 、 漏れのない情報提供に努めま す。 ま

た、 新たに導入し たコ ミ ュ ニティ Ｆ Ｍの効果的な運用を 図り ま す。

取組内容 進捗状況

R2 実施

広報紙やホーム ページでの情報

発信に加え、 コ ミ ュ ニティ FM

やツ ィ ッ タ ー、 多言語翻訳アプ

リ 「 カタ ロ グポケッ ト 」 など を

活用し 、 ス ピ ード 感のある 情報

発信に取り 組む。

R4 ⇓

引き 続き 広報紙やホームページ

の内容の充実を 図る と と も に、

新たに導入し た公式LINE等、

各SNSの特性を 活かし た情報発

信に努める 。

R5 ⇓

引き 続き 広報紙やホームページ

の内容の充実を 図る と と も に、

各媒体の特性を 活かし た情報発

信に努める 。

R6 ⇓

広報紙、 ホーム ページ、 コ ミ ュ

ニティ FM 、 X、 LINEに加え

て、 Instagram のアカウ ン ト を

開設し 市内外を 問わず市の魅力

を 発信する 。

R7 ⇓

広報紙、 ホーム ページ、 コ ミ ュ

ニティ FM 、 X、 LINE、

Instagram を 駆使し て、 市の魅

力や情報を 市内外に発信する 。
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進捗状況報告書

体系 1-2-2

所管課 総務人事課

年度 年度計画

A

栃木県市町村振興協会研修及び小山地区職

員研修協議会研修の各研修に参加し た。

・ 法務基礎養成講座

・ 新採用職員研修（ 文書作成）

・ プレ ゼンテーショ ン 能力開発研修 等

財 政

効果額

A

栃木県市町村振興協会研修及び小山地区職

員研修協議会研修の各研修に参加し た。

・ 法務基礎養成講座

・ 新採用職員研修（ 文書作成）

・ プレ ゼンテーショ ン 能力開発研修 等

財 政

効果額

A

栃木県市町村振興協会研修及び小山地区職

員研修協議会研修の各研修に参加し た。

・ 法務基礎養成講座

・ 新採用職員研修（ 文書作成）

・ プレ ゼンテーショ ン 能力開発研修 等

財 政

効果額

A

栃木県市町村振興協会研修及び小山地区職

員研修協議会研修の各研修に参加し た。

・ 法務基礎養成講座

・ 新採用職員研修（ 文書作成）

・ プレ ゼンテーショ ン 能力開発研修 等

財 政

効果額

A

栃木県市町村振興協会研修及び小山地区職

員研修協議会研修の各研修に参加し た。

・ 法務基礎養成講座

・ 新採用職員研修（ 文書作成）

・ プレ ゼンテーショ ン 能力開発研修 等

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓
職員の能力向上に向けた研修の

実施や、 外部研修への参加

R7 ⇓
職員の能力向上に向けた研修の

実施や、 外部研修への参加

R4 ⇓

引き 続き 、 職員の能力向上に向

けた研修を 実施し 、 又は外部研

修に参加する 。

R5 ⇓

引き 続き 、 職員の能力向上に向

けた研修を 実施し 、 又は外部研

修に参加する 。

R3 ⇓

引き 続き 、 職員の能力向上に向

けた研修を 実施し 、 又は外部研

修に参加する 。

課題
市民への説明責任を 果たすために、 公文書作成等に関する 能力水準を 維持する

必要があり ま す。実施

項目

わかり やすい公文書等の

推進

内容

定期的に研修等を 実施し 、 文書作成にあたり 正確で平易な表現と なる よ う 工夫

する と と も に、 よ り 市民の理解を 得る ために職員のプレ ゼンテーショ ン 能力の

向上に努めま す。

取組内容 進捗状況

R2 研修等の実施

公文書作成及びプレ ゼンテー

ショ ン 能力向上に関する 研修を

実施する 。
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進捗状況報告書

体系 1-2-3

所管課 財政課

年度 年度計画

A

定期的な市民への情報提供を 行っ た。

・ 市の財政状況について

  →前年度下半期

    （ 広報６ 月号）

    当年度上半期

    （ 広報12月号）

・ 令和３ 年度当初予算編成過程を ホーム

ページで公表

財 政

効果額

A

定期的な市民への情報提供を 行っ た。

・ 市の財政状況について

  →前年度下半期

    （ 広報６ 月号）

    当年度上半期

    （ 広報12月号）

・ 令和４ 年度当初予算編成過程を ホーム

ページで公表

財 政

効果額

A

定期的な市民への情報提供を 行っ た。

・ 市の財政状況について

  →前年度下半期

    （ 広報６ 月号）

    当年度上半期

    （ 広報12月号）

・ 補正予算の概要書を ホーム ページで公表

・ 令和５ 年度当初予算編成過程を ホーム

ページで公表

財 政

効果額

R3 ⇓

定期的な市民への情報提供を 行

う

・ 市の財政状況について

 →前年度下半期

   （ 広報6月号）

  当年度上半期

   （ 広報12月号）

・ 令和４ 年度当初予算編成過程

を ホームページで公表

課題
市民の市財政への関心を 高める ために、 市広報等を 活用し 、 市の財政状況につ

いて分かり やすく 公表する 必要があり ま す。実施

項目
適切な情報提供の実施

内容
市広報紙、 ホーム ページ等を 活用し 、 市の財政状況について適切な情報提供を

行う と と も に、 当初予算編成過程についても 公表し ま す。

取組内容 進捗状況

R2 実施

定期的な市民への情報提供を 行

う

・ 市の財政状況について

 →前年度下半期

   （ 広報6月号）

  当年度上半期

   （ 広報12月号）

・ 令和3年度当初予算編成過程

を ホームページで公表

R4 ⇓

定期的な市民への情報提供を 行

う

・ 市の財政状況について

 →前年度下半期

   （ 広報6月号）

  当年度上半期

   （ 広報12月号）

・ 令和５ 年度当初予算編成過程

を ホームページで公表
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進捗状況報告書

A

定期的な市民への情報提供を 行っ た。

・ 市の財政状況について

  →前年度下半期

    （ 広報６ 月号）

    当年度上半期

    （ 広報12月号）

・ 補正予算の概要書を ホーム ページで公表

・ 令和６ 年度当初予算編成過程を ホーム

ページで公表

財 政

効果額

A

定期的な市民への情報提供を 行っ た。

・ 市の財政状況について

  →前年度下半期

    （ 広報６ 月号）

    当年度上半期

    （ 広報12月号）

・ 補正予算の概要書を ホーム ページで公表

・ 令和７ 年度当初予算編成過程を ホーム

ページで公表

財 政

効果額

財 政

効果額

R5 ⇓

定期的な市民への情報提供を 行

う

・ 市の財政状況について

 →前年度下半期

   （ 広報6月号）

  当年度上半期

   （ 広報12月号）

・ 補正予算の概要書を ホーム

ページで公表

・ 令和６ 年度当初予算編成過程

を ホームページで公表

R6 ⇓

定期的な市民への情報提供を 行

う

・ 市の財政状況について

 →前年度下半期

   （ 広報6月号）

  当年度上半期

   （ 広報12月号）

・ 補正予算の概要書を ホーム

ページで公表

・ 令和７ 年度当初予算編成過程

を ホームページで公表

R7 ⇓

定期的な市民への情報提供を 行

う

・ 市の財政状況について

 →前年度下半期

   （ 広報6月号）

  当年度上半期

   （ 広報12月号）

・ 補正予算の概要書を ホーム

ページで公表

・ 令和８ 年度当初予算編成過程

を ホームページで公表
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進捗状況報告書

体系 1-2-4

所管課 財政課

年度 年度計画

A

・ 新地方公会計制度によ る 令和元年度財務

書類４ 表を 作成し 、 市ホーム ページにて公

表し た。 （ 貸借対照表については広報５ 月

号においても 公表）

・ 固定資産台帳に、 令和元年度の資産の変

動を 反映さ せた。

財 政

効果額

A

・ 新地方公会計制度によ る 令和２ 年度財務

書類４ 表を 作成し 、 市ホーム ページにて公

表し た。 （ 貸借対照表については広報５ 月

号においても 公表）

・ 固定資産台帳に、 令和２ 年度の資産の変

動を 反映さ せた。

財 政

効果額

A

・ 新地方公会計制度によ る 令和３ 年度財務

書類４ 表を 作成し 、 市ホーム ページにて公

表し た。 （ 貸借対照表については広報５ 月

号においても 公表）

・ 固定資産台帳に、 令和３ 年度の資産の変

動を 反映さ せた。

財 政

効果額

A

・ 新地方公会計制度によ る 令和４ 年度財務

書類４ 表を 作成し 、 市ホーム ページにて公

表し た。 （ 貸借対照表については広報５ 月

号においても 公表）

・ 固定資産台帳に、 令和４ 年度の資産の変

動を 反映さ せた。

財 政

効果額

R3 ⇓

・ 地方公会計制度によ る 令和２

年度財務書類4表を 作成し 、 市

ホーム ページにて公表する 。

（ 貸借対照表は広報5月号にお

いても 公表）

・ 固定資産台帳に、 令和２ 年度

の資産の変動を 反映さ せ、 新基

準に基づく 財務書類作成及びわ

かり やすい公表に取り 組む。

課題
公会計制度の統一的な基準に基づく 財務書類４ 表の作成・ 公表、 財務執行上の

公表を 行う 必要があり ま す。実施

項目

公会計制度への適切な対

応

内容
地方公会計制度によ る 財務書類の作成や指標に基づく 分析を し 、 簡潔かつ分か

り やすい公表を し ま す。

取組内容 進捗状況

R2 実施

・ 地方公会計制度によ る 令和元

年度財務書類4表を 作成し 、 市

ホーム ページにて公表する 。

（ 貸借対照表は広報5月号にお

いても 公表）

・ 固定資産台帳に、 令和元年度

の資産の変動を 反映さ せ、 新基

準に基づく 財務書類作成及びわ

かり やすい公表に取り 組む。

R4 ⇓

・ 地方公会計制度によ る 令和３

年度財務書類4表を 作成し 、 市

ホーム ページにて公表する 。

（ 貸借対照表は広報5月号にお

いても 公表）

・ 固定資産台帳に、 令和３ 年度

の資産の変動を 反映さ せ、 新基

準に基づく 財務書類作成及びわ

かり やすい公表に取り 組む。

R5 ⇓

・ 地方公会計制度によ る 令和４

年度財務書類4表を 作成し 、 市

ホーム ページにて公表する 。

（ 貸借対照表は広報5月号にお

いても 公表）

・ 固定資産台帳に、 令和４ 年度

の資産の変動を 反映さ せ、 新基

準に基づく 財務書類作成及びわ

かり やすい公表に取り 組む。
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A

・ 新地方公会計制度によ る 令和５ 年度財務

書類４ 表を 作成し 、 市ホーム ページにて公

表し た。 （ 貸借対照表については広報５ 月

号においても 公表）

・ 固定資産台帳に、 令和５ 年度の資産の変

動を 反映さ せた。

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓

・ 地方公会計制度によ る 令和５

年度財務書類4表を 作成し 、 市

ホーム ページにて公表する 。

（ 貸借対照表は広報5月号にお

いても 公表）

・ 固定資産台帳に、 令和５ 年度

の資産の変動を 反映さ せ、 新基

準に基づく 財務書類作成及びわ

かり やすい公表に取り 組む。

R7 ⇓

・ 地方公会計制度によ る 令和６

年度財務書類4表を 作成し 、 市

ホーム ページにて公表する 。

（ 貸借対照表は広報5月号にお

いても 公表）

・ 固定資産台帳に、 令和６ 年度

の資産の変動を 反映さ せ、 新基

準に基づく 財務書類作成及びわ

かり やすい公表に取り 組む。
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体系 1-2-5

所管課 契約検査課

年度 年度計画

A

電子入札シス テム執行

 工事・ コ ンサル： 184件

 役務・ 物品  ：  28件

入札適正化委員会の開催

 2回： 6/18、 11/5

参加資格申請の共同受付

 令和3・ 4年度登録： 2,193社（ 延べ数）

    う ち市内業者：  244社（ 延べ数）

財 政

効果額

A

電子入札シス テム執行

 工事・ コ ンサル： 164件

 役務・ 物品  ：  41件

入札適正化委員会の開催

 2回： 6/17、 11/18

共同受付 随時申請受付

 工事： 31社、 コ ンサル： 20社

財 政

効果額

A

電子入札シス テム執行

 工事・ コ ンサル： 164件

 役務・ 物品  ： 45件

入札適正化委員会の開催

 2回： 6/16、 11/7

令和5・ 6年度登録： 2,181社（ 延べ数）

    う ち市内業者：  167社（ 延べ数）

財 政

効果額

A

電子入札シス テム執行

 工事・ コ ンサル： 184件

 役務・ 物品   ：  49件

入札適正化委員会の開催

 2回： 6/14、 12/22

令和5・ 6年度登録： 2,367社（ 延べ数）

    う ち市内業者：  183社（ 延べ数）

財 政

効果額

R3 ⇓

入札の透明化、 コ ス ト の低廉化、 事務の

効率化を図る ため、 引き 続き 電子入札を

実施する 。

ま た、 入札及び契約状況を、 上・ 下半期

と し て、 入札適正化委員会で年2回審議

し 、 結果をホームページで公表する 。

入札参加資格申請（ 建設工事・ 測量コ ン

サルタ ント ） の県共同受付を実施する 。

課題
公平かつ透明な入札及び契約事務の執行には、 入札契約適正化法及び各種法令等を遵守す

る 必要があり ま す。実施

項目

入札制度の合理

化と 透明化

内容 最新の情報を入手する こ と と し 、 適宜事務手続き に反映でき る 体制を整えま す。

取組内容 進捗状況

R2

○現行の入札制

度並びに運営方

法の見直し

入札の透明化、 コ ス ト の低廉化、 事務の

効率化を図る ため、 引き 続き 電子入札を

実施する 。

ま た、 入札及び契約状況を、 上・ 下半期

と し て、 入札適正化委員会で年2回審議

し 、 結果をホームページで公表する 。

入札参加資格申請（ 建設工事・ 測量コ ン

サルタ ント ） の県共同受付を実施する 。

R4 ⇓

入札の透明化、 コ ス ト の低廉化、 事務の

効率化を図る ため、 引き 続き 電子入札を

実施する 。

ま た、 入札及び契約状況を、 上・ 下半期

と し て、 入札適正化委員会で年2回審議

し 、 結果をホームページで公表する 。

入札参加資格申請（ 建設工事・ 測量コ ン

サルタ ント ） の県共同受付を実施する 。

R5 ⇓

入札の透明化、 コ ス ト の低廉化、 事務の

効率化を図る ため、 引き 続き 電子入札を

実施する 。

ま た、 入札及び契約状況を、 上・ 下半期

と し て、 入札適正化委員会で年2回審議

し 、 結果をホームページで公表する 。

入札参加資格申請（ 建設工事・ 測量コ ン

サルタ ント ） の県共同受付を実施する 。
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A

電子入札シス テム執行

工事・ コ ンサル： 141件

役務・ 物品：     37件

入札適正化委員会の開催

年2回： 6/21、 12/2

令和7・ 8年度登録： 2,237件（ 延べ数）

   う ち市内業者：   157件（ 延べ数）

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓

入札の透明化、 コ ス ト の低廉化、 事務の

効率化を図る ため、 引き 続き 電子入札を

実施する 。

ま た、 入札及び契約状況を、 上・ 下半期

と し て、 入札適正化委員会で年2回審議

し 、 結果をホームページで公表する 。

入札参加資格申請（ 建設工事・ 測量コ ン

サルタ ント ） の県共同受付を実施する 。

R7 ⇓

入札の透明化、 コ ス ト の低廉化、 事務の

効率化を図る ため、 引き 続き 電子入札を

実施する 。

事務の効率化を図る ため、 電子契約シス

テムを導入する 。

入札及び契約状況を、 上・ 下半期と し

て、 入札適正化委員会で年2回審議し 、

結果をホームページで公表する 。

入札参加資格申請（ 建設工事・ 測量コ ン

サルタ ント ） を県と 共同で随時受付を実

施する 。
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体系 1-3-1

所管課 市民課・ 税務課

年度 年度計画

A

【 市民課】

広報紙やHP等によ る PRのほか、 窓口来庁者のう ちマ

イ ナンバーカード 所有者に対し ては、 マルチコ ピー機

での証明書取得を積極的に案内する こ と で、 コ ンビニ

交付サービス の利用促進を図った。 コ ンビニ交付率

（ 住民票・ 印鑑証明のみ） は、 15.1％。

【 税務課】

税証明書のコ ンビニ交付を令和3年度実施に向け、 予算

措置を行い、 併せて今後のス ケジュ ールについて、 関

係機関と の調整を図った。

財 政

効果額

A

【 市民課】

広報紙やHP等によ る PRのほか、 窓口来庁者のう ちマ

イ ナンバーカード 所有者に対し ては、 マルチコ ピー機

での証明書取得を積極的に案内する こ と で、 コ ンビニ

交付サービス の利用促進を図った。 コ ンビニ交付率

（ 住民票・ 印鑑証明のみ） は、 23.3％。

【 税務課】

税証明書のコ ンビニ交付に向けて、 ス ケジュ ール調整

を実施し 令和３ 年１ ０ 月に開始し た。

利用促進に向けて、 税務課窓口にコ ンビニ交付サービ

ス 開始の案内チラ シの配布を実施及び広報紙・ ホーム

ページへの掲載をし て周知を図った。

財 政

効果額

A

【 市民課】

広報紙やHP等によ る PRのほか、 窓口来庁者のう ちマ

イ ナンバーカード 所有者に対し ては、 マルチコ ピー機

での証明書取得を積極的に案内する こ と で、 コ ンビニ

交付サービス の利用促進を図った。 コ ンビニ交付率

（ 住民票・ 印鑑証明のみ） は、 29％。

【 税務課】

ホームページ及びFMゆう がおでの周知のほか、 窓口来

庁者のう ちマイ ナンバーカード 所有者については庁舎

内マルチコ ピー機での取得及びコ ンビニでの取得につ

いて案内を実施し て利用促進を図った。

（ コ ンビニ等利用実績）

 令和３ 年度（ １ ０ 月～３ 月） ： １ ７ ８ 件

 令和４ 年度（ ４ 月～３ 月）  ： ９ ３ ０ 件

１ ０ 月～３ 月での伸び率は2.4倍と なっており 、 周知に

よ る 利用者の増加が見ら れる 。

財 政

効果額

R3

（ 市民課）

  ⇓

（ 税務課）

 開始

【 市民課】

広報紙やＨＰ ・ 行政カレンダー・ FMラ

ジオ等において、 マイ ナンバーカード

と コ ンビニ交付サービス の利便性につ

いて周知を図り 、 カード 取得及びコ ン

ビニ交付サービス 利用の更なる 拡大を

目指す。

【 税務課】

税証明書のコ ンビニ交付の運用開始

（ 令和3年10月： 予定） し 、 利用促進

に向け、 広報及びＨＰ 等を利活用し 利

用者への周知を図る 。

課題

今後、 マイ ナンバーカード は、 健康保険証の機能付与等によ り 普及拡大が見込ま れる

こ と から 、 マイ ナンバーカード を最大限に活用し 、 窓口業務サービス の向上を図る 必

要があり ま す。
実施

項目

マイ ナンバーカード

を利用し たコ ンビニ

交付の拡大

内容

広報やホームページ等において周知を徹底し 、 マイ ナンバーカード によ る 証明書のコ

ンビニ交付を拡大さ せ、 市民サービス の向上及び窓口業務の軽減を図り ま す。 ま た、

税証明書のコ ンビニ交付を開始し ま す。

取組内容 進捗状況

R2

（ 市民課）

 交付拡大

（ 税務課）

 準備

【 市民課】

広報やＨＰ ・ 行政カレ ンダー・ ラ

ジオ等においてコ ンビニ交付サー

ビス の周知を徹底し 、 マイ ナン

バーカード によ る 証明書のコ ンビ

ニ交付を拡大さ せる 。

【 税務課】

税証明書のコ ンビニ交付開始に向

け関係機関と の調整等を行う 。

R4

（ 市民課）

  ⇓

（ 税務課）

 検証・ 交付拡大

【 市民課】

本年度中の戸籍証明のコ ンビニ交付

サービス 導入に向けて調整を進める と

と も に、 広報紙をはじ め、 HP、 行政カ

レンダー、 FMラ ジオ放送等を活用し て

市民へ利便性の周知を図り 、 更なる 利

用拡大を目指す。

【 税務課】

年間を通し ての取得件数の把握及び検

証を実施する 。

窓口での税証明書（ 所得証明書・ 住民

税決定証明書） の取得者への個人番号

カード でのコ ンビニ交付の案内実施、

及び広報やホームページ・ ラ ジオ等に

おいて税証明書のコ ンビニ交付の実施

について周知を図る 。
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財 政

効果額

A

【 市民課】

マイ ナンバʷ カʷ ド （ 以下、 カʷ ド と いう 。 ） 申請及

び交付時や各種証明書（ 住民票、 印鑑証明書、 戸籍証

明書、 戸籍の附票） 交付申請の来庁者に、 コ ンビニ交

付の利便性を周知し 、 普及に取り 組んだ。 証明書交付

方法を分散する こ と によ り 、 窓口の混雑回避、 業務の

負荷軽減に付与し た。

カʷ ド を利用し たコ ンビニ交付率は54.9％、 ま た、 コ

ンビニ交付件数は、 前年比3,614件、 14.9％の増加の

27,937件で利用促進に努めた。

【 税務課】

税証明書（ 所得証明書・ 住民税決定証明書） を窓口に

取得し にき た来庁者に対し て、 マイ ナンバーカード に

よ る 庁舎内及びコ ンビニのマルチコ ピー機での取得に

ついて直接案内を実施し たほか、 ホームページ等を利

用し て周知を行った。

（ コ ンビニ等利用実績）

 令和５ 年度（ ４ 月～３ 月） ： 1,541件

 令和６ 年度（ ４ 月～３ 月） ： 1,956件

令和６ 年度の利用件数は、 周知の効果も あり 令和５ 年

度と 比較し て約1.3倍の増加が見ら れた。

財 政

効果額

R5

（ 市民課）

  ⇓

（ 税務課）

 交付拡大

【 市民課】

戸籍証明のコ ンビニ交付サービス が開

始さ れたこ と によ り 、 個人番号カード

の利便性が高く なったこ と を広報紙を

はじ め、 HP、 行政カレ ンダー、 FMラ

ジオ放送等を活用し て市民への周知を

図り 、 更なる 利用拡大を目指す。

年間を通し ての取得件数の把握及び検

証を実施する 。

【 税務課】

窓口での税証明書（ 所得証明書・ 住民

税決定証明書） の取得者へのマイ ナン

バーカード でのコ ンビニ交付の案内実

施、 及びホームページ・ FMラ ジオ等に

おいて税証明書のコ ンビニ交付の実施

について周知をし 、 更なる 利用促進を

図る 。

A

【 市民課】

マイ ナンバーカード 交付時及び窓口来庁者に対し て、

コ ンビニ交付の利便性等を案内し た。 ま たホームペー

ジや広報等で周知を行った。 コ ンビニ交付普及と 窓口

混雑緩和のために、 市民課発行の証明書（ 住民票、 印

鑑証明書、 戸籍証明書、 戸籍の附票） のコ ンビニ交付

手数料を10円にする キャ ンペーンを令和6年2月1日か

ら 4月30日ま で実施し た。 キャ ンペーン期間のコ ンビ

ニ交付実績は、 昨年同時期と 比較する と 1.5倍と なっ

た。 ま た庁舎内マルチコ ピー機を市民課近く に移設し

たこ と によ り 、 市民の利便性が向上し 、 案内する 職員

の負担も 軽減さ れた。

【 税務課】

税証明書（ 所得証明書・ 住民税決定証明書） の庁舎内

マルチコ ピー機での取得及びコ ンビニでの取得につい

て、 窓口来庁者のう ちマイ ナンバーカード 所有者に対

し ては直接案内を実施し たほか、 ホームページ及びFM

ラ ジオ等を利用し て周知を行った。

ま た、 コ ンビニ等で取得でき る 税証明書の手数料を10

円と する キャ ンペーンを令和6年2月1日から 令和6年4

月30日ま で実施する こ と で、 利用促進を図った。

（ コ ンビニ等利用実績）

 令和４ 年度（ ４ 月～３ 月） ： 942件

 令和５ 年度（ ４ 月～３ 月） ： 1,541件

令和４ 年度に対し て、 令和５ 年度の利用件数は1.6倍と

なった。 周知の効果も あり 、 利用者の増加が見ら れ

た。

R6

（ 市民課）

  ⇓

（ 税務課）

  ⇓

【 市民課】

マイ ナンバーカード 交付時や証明書

（ 住民票、 印鑑証明書、 戸籍証明書、

戸籍の附票） を窓口に取得にき た来庁

者に対し て、 コ ンビニ交付の利便性を

案内し 利用を促進する 。 ま た引き 続き

ホームページ・ 広報等で周知を行い、

コ ンビニ交付の利用促進を図る と と も

に、 窓口業務の軽減を図る 。

【 税務課】

窓口での税証明書（ 所得証明書・ 住民

税決定証明書） の取得者に対し てマイ

ナンバーカード でのコ ンビニ交付の利

便性を案内する と と も に、 広報、 ホー

ムページ等において税証明書のコ ンビ

ニ交付の実施について周知をし 、 更な

る 利用促進を図る 。
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財 政

効果額

R7

（ 市民課）

  ⇓

（ 税務課）

  ⇓

【 市民課】

マイ ナンバʷ カʷ ド （ 以下、 カʷ ド と

いう 。 ） 申請及び交付時や各種証明書

（ 住民票、 印鑑証明書、 戸籍証明書、

戸籍の附票） 交付申請の来庁者に、 コ

ンビニの交付の利便性を周知し 、 証明

書交付方法の分散によ り 、 窓口の混雑

回避、 業務の負荷軽減を図る 。

【 税務課】

税証明書（ 所得証明書・ 住民税決定証

明書） の窓口取得者へのマイ ナンバー

カード でのコ ンビニ交付の利便性を案

内する と と も に、 ホームページ・ 広報

等において税証明書のコ ンビニ交付の

実施について周知をし 、 更なる 利用促

進を図る 。
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体系 1-3-2

所管課 総合政策課

年度 年度計画

Ａ

出先施設で設置さ れている 市民課窓口にマ

イ キーID設定用の端末を 設置し 、 マイ ナン

バーカード にかかる マイ ナポイ ント の取得

や保険証利用の設定を 可能と し た。 各課の

個人番号カード 活用時に係る シス テム への

支援体制を 整えた。

財 政

効果額

Ａ

マイ ナン バーカード を 用いたオンラ イ ン 手

続き 等を 推進する ため、 各課の取組状況等

を 適宜確認し た。

ま た、 他自治体等のマイ ナン バーカード 活

用事例を 収集し た。

財 政

効果額

S

マイ ナン バーカード に格納し ている 署名用

電子証明書を 利用する こ と で本人確認を 可

能と する 行政手続オン ラ イ ン シス テム を 2月

に導入し た。

市DX推進方針の策定から 1年未満、 かつ方

針の対象期間が令和7年度末ま でと なっ てい

る 中、 予算の補正によ り 前倒し し て整備し

た。

財 政

効果額

A

オンラ イ ンシス テム 「 し も つけオン ラ イ ン

サービ ス 」 の活用を DXワ ーキン ググループ

を 通じ 各課に勧奨し 、 利用拡大を 図っ た。

マイ ナン バーカード 機能のス マホへの搭載

等、 国の方針に動き がみら れたため、 現行

サービ ス への影響など 情報収集に努めた。

財 政

効果額

R3 ⇓

引き 続き 、 国・ 地方公共団体等

の動向を 注視し 、 情報を 収集し

ながら 検討を 行う 。

課題

マイ ナン バーカード に健康保険証の機能を 持たせる など 、 国の想定では、 令和

４ 年度中にはほと んど の住民がマイ ナン バーカード を 保有し ている 状況と なっ

ている こ と から 、 個人番号カード の自治体独自の利活用についても 検討が必要

です。

実施

項目

マイ ナン バーカード を 活

用し た自治体独自のサー

ビ ス の検討

内容
国における マイ ナン バーカード の活用に向けた動向の調査及び新たな分野への

活用の研究を 行い、 自治体独自のサービ ス について検討し ま す。

取組内容 進捗状況

R2
○情報収集

○検討

今後の個人情報カード の利用範

囲の拡大等における 国・ 地方公

共団体等の動向を 注視し 、 情報

を 収集し ながら 検討を 行う 。

R4 ⇓

引き 続き 、 国・ 地方公共団体等

の動向を 注視し 、 情報を 収集し

ながら 検討を 行う 。 特に、 オン

ラ イ ン 手続き については、 積極

的に推進する よ う 、 関係課と 調

整等行う 。

R5 ⇓

導入し たオン ラ イ ン シス テム の

対象手続の拡大を 図る と と も

に、 処分通知や手数料支払いの

オン ラ イ ン 化に向けた検討を 進

め、 オンラ イ ン 手続き によ る マ

イ ナン バーカード の有意性を 高

める 。

その他利活用については、 国・

地方公共団体等の動向を 注視

し 、 情報を 収集し ながら 検討を

行う 。
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A

定額減税を 補足する 給付金（ 調整給付金）

申請受付において、 オン ラ イ ン サービ ス

「 し も つけオン ラ イ ン サービ ス 」 を 活用

し 、 ま た、 窓口申請でも マイ ナンバーカー

ド を シス テム に読み込むこ と によ り 、 ス

ムーズな受付が可能と なっ た。

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓

引き 続き し も つけオン ラ イ ン

サービ ス の利用勧奨に努める と

と も に、 国の動向を 収集・ 分析

し ながら フ レ キシブルに対応し

ていく 。

R7 ⇓

オン ラ イ ン サービ ス の申請対象

の拡大と と も に、 窓口受付につ

いて周知を 進めていく 。
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進捗状況報告書

体系 1-3-3

所管課 総合政策課

年度 年度計画

A

令和２ 年度において、 一般事務38法令、 経

由事務18法令における 権限移譲によ る 事務

を 実施し 、 それら に係る 栃木県市町村総合

交付金5,089,980円の歳入受け入れと なっ

た。

ま た、 関係課へ新規移譲調査における 事務

内容等の情報提供を 実施し た。

財 政

効果額
5,089千円

A

令和３ 年度において、 一般事務38法令、 経

由事務18法令における 権限移譲によ る 事務

を 実施し 、 それら に係る 栃木県市町村総合

交付金5,511,228円の歳入受け入れと なっ

た。

ま た、 関係課へ新規移譲調査における 事務

内容等の情報提供を 実施し た。

財 政

効果額
5,511千円

A

令和４ 年度において、 一般事務38法令、 経

由事務18法令における 権限移譲によ る 事務

を 実施し 、 それら に係る 栃木県市町村総合

交付金7,524,233円の歳入受け入れと なっ

た。

ま た、 関係課へ新規移譲調査における 事務

内容等の情報提供を 実施し た。

財 政

効果額
7,524千円

A

令和５ 年度において、 一般事務38法令、 経

由事務18法令における 権限移譲によ る 事務

を 実施し 、 それら に係る 栃木県市町村総合

交付金5,489,237円の歳入受け入れと なっ

た。

ま た、 関係課へ新規移譲調査における 事務

内容等の情報提供を 実施し た。

財 政

効果額
5,489千円

R3 ⇓

関係課に事務内容の詳細等の情

報を 随時提供する こ と で、 受入

れに向けた検討を 促すほか、 行

政効率、 市民の利便性等の向上

を 図る う えで、 権限を 受け入れ

る べき 事業について検討する 意

識が各課で醸成さ れる よ う 周知

を 図る 。

課題

地方分権のよ り 一層の推進を 図り 、 市の自由度を 拡大し 、 自主性・ 自立性を 高

める こ と は、 市施策の効率的な推進だけでなく 、 市民の利便性の向上において

も 有効である こ と から 、 メ リ ッ ト ・ デメ リ ッ ト を 検討し たう えで、 事務の権限

移譲を 進める 必要があり ま す。

実施

項目
権限移譲事務の受入れ

内容

市民の利便性の向上、 市の自主性・ 自立性の確保に資する ため、 適正な人員配

置等の行政効率性を 考慮し 、 引き 続き 、 権限移譲事務の積極的な受入れを 推進

し ま す。

取組内容 進捗状況

R2 実施

権限移譲事務の新規受け入れに

ついては手上げ方式と なっ てお

り 、 関係課に事務内容の詳細等

の情報を 随時提供する こ と で、

受入れに向けた検討を 促す。

R4 ⇓

令和4年改定と なる 基本方針に

則り 、 効率的な行政運営、 市民

の利便性等の向上を 図る う え

で、 関係課が権限を 受け入れる

べき 事業について、 十分検討で

き る よ う 事務内容の詳細の情報

を 随時提供し ていく 。

R5 ⇓

こ れま での考え方を 踏襲し つつ

令和4年改定の基本方針に則

り 、 効率的な行政運営、 市民の

利便性等の向上を 図る う えで、

関係課が権限を 受け入れる べき

事業について、 十分検討でき る

よ う 事務内容の詳細の情報を 随

時提供し ていく 。
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A

令和６ 年度において、 一般事務38法令、 経

由事務18法令における 権限移譲によ る 事務

を 実施し 、 それら に係る 栃木県市町村総合

交付金5,818,465円の歳入受け入れと なっ

た。

ま た、 関係課へ新規移譲調査における 事務

内容等の情報提供を 実施し た。

財 政

効果額
5,818千円

財 政

効果額

R6 ⇓

こ れま での考え方を 踏襲し つ

つ、 効率的な行政運営、 市民の

利便性等の向上を 図る こ と を 目

的と し て、 関係課が権限移譲を

受け入れる べき 新たな事業を 検

討でき る よ う 、 事務内容の詳細

の情報を 随時提供し ていく 。

R7 ⇓

こ れま での考え方を 踏襲し つ

つ、 効率的な行政運営、 市民の

利便性等の向上を 図る こ と を 目

的と し て、 関係課が権限移譲を

受け入れる べき 新たな事業を 検

討でき る よ う 、 事務内容の詳細

の情報を 随時提供し ていく 。
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体系 1-3-4

所管課 税務課

年度 年度計画

A

口座振替キャ ンペーンを実施し 、 口座振替の利

用促進が図ら れた。 令和2年4月1日に、 Ｐ ａ ｙ Ｐ

ａ ｙ （ アプリ 収納） 、 令和2年11月1日にク レ

ジッ ト 収納を運用開始し 、 納税者の利便性向上

を図った。

  コ ンビニ収納： 19.1％

    う ちＰ ａ ｙ Ｐ ａ ｙ （ アプリ 収納） ： 1.1％

  口座振替： 29.6％

※Ｒ 3.3.31現在

※ク レ ジッ ト 収納は、 運用開始が11月1日である

こ と から 集計除外と し ている 。

財 政

効果額

A

三井住友銀行・ 常陽銀行・ みずほ銀行の窓口で

の納付書での収納取扱いの終了に伴い市外の納

付書対象者あてに口座振替の利用促進の通知を

発送。

令和４ 年度から のLINEPay開始に向けた作業を

実施。

【 実績】

コ ンビニ収納： 19.64％

 う ちPayPay（ アプリ 収納） ： 1.97％

口座振替： 30.8％

ク レ ジッ ト 収納： 0.39％

財 政

効果額

A

口座振替推進について、 ホームページ及び各種

通知時の案内やFMゆう がおでの周知等を図っ

た、 口座振替キャ ンペーンを実施し 利用者の増

加を図った。

コ ンビニ収納や各種アプリ 収納等の各種納税方

法の案内を実施し 利用促進を図った。

【 実績】

口座振替キャ ンペーン該当件数： ４ ５ １ 件

徴収率

 ・ 口座振替： 32.54％

 ・ コ ンビ ニ収納： 20.04％

   （ う ちアプリ 収納： 2.17％）

 ・ ク レ ジッ ト 収納： 0.86％

財 政

効果額

R3

○コ ンビ ニ収納・ 口座振

替

○アプリ 等収納

コ ンビ ニ収納： 16.2％

口座振替    ： 31.2％

ク レ ジッ ト 等収納：

1.3％

○コ ンビ ニ収納・ 口座振

替の利用促進、 納税者の

利便性向上のためアプリ

収納拡充に向けた準備を

行う 。

課題
納税者の自主納付拡充に向け、 市民ニーズに合った納付手段環境について整

備し ていく 必要があり ま す。実施

項目
多様な納入方法の検討

内容

納税者の納期限内自主納付率の向上の為、 次の取組を実施し ま す。

①コ ンビニ収納の利用促進

②口座振替の利用促進

③アプリ 等収納の導入

取組内容 進捗状況

R2

○コ ンビ ニ収納・ 口座振

替

○ク レ ジッ ト ・ アプリ 等

収納

コ ンビ ニ収納： 16.1％

口座振替    ： 31.0％

ク レ ジッ ト 等収納：

1.1％

○コ ンビ ニ収納・ 口座振

替の利用促進、 納税者の

利便性向上のためアプリ

収納の実施、 ク レ ジッ ト

収納の活用に向けた準備

を行う 。

R4

       ⇓

コ ンビ ニ収納： 16.3％

口座振替    ： 31.3％

ク レ ジッ ト 等収納：

1.4％

○口座振替キャ ンペーン

を実施し 、 口座振替の利

用促進を図る 。

コ ンビ ニ収納及びアプリ

収納（ PayPay・

LINEPay） ・ ク レ ジッ ト

収納の利用促進のため、

広報やホームページ等で

の周知を実施する 。
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A

口座振替推進について、 ホームページ及び各種

通知時の案内、 FMラ ジオ等を通し て周知する こ

と で、 利用者の増加を図った。

ま た、 コ ンビ ニ収納や各種キャ ッ シュ レ ス 決済

アプリ 、 ク レ ジッ ト カード 収納等の各種納税方

法の案内を実施し 利用促進を図った。

【 実績】

徴収率

 ・ 口座振替： 32.79％

 ・ コ ンビニ収納： 19.94％

   （ う ちアプリ 収納： 1.11％）

 ・ ク レ ジッ ト 収納： 0.70％

財 政

効果額

A

各種収納方法について、 ホームページ及び各種

通知時の案内、 広報等を通し て周知する こ と

で、 利用促進を図った。

なお、 新たに地方税共通納税シス テム（ eL-

QR） の活用によ る 収納を開始し たこ と に伴い、

他の方法によ る 収納率に影響があった。

【 実績】

収納率

 ・ 口座振替： 31.28％

 ・ コ ンビニ収納： 18.16％

 ・ ク レ ジッ ト 等収納： 1.30％

 ・ 地方税共通納税（ eL-QR） 収納： 42.77％

財 政

効果額

財 政

効果額

R5

       ⇓

コ ンビ ニ収納： 16.4％

口座振替    ： 31.4％

ク レ ジッ ト 等収納：

1.5％

○口座振替の利用促進及

びコ ンビ ニ収納・ アプリ

収納等、 納税者の利便性

向上の各種収納方法の周

知など を広報やホーム

ページ・ FMラ ジオ等に

よ り 周知を図る 。

R6

     ⇓

コ ンビ ニ収納： 16.5％

口座振替    ： 31.5％

ク レ ジッ ト 等収納：

1.6％

○口座振替の利用促進及

びコ ンビ ニ収納・ アプリ

収納等、 納税者の利便性

向上の為の各種収納方法

について、 広報やホーム

ページ・ FMラ ジオ等に

よ り 周知徹底を図る 。

R7

   ↓

コ ンビ ニ収納： 16.6％

口座振替    ： 31.6％

ク レ ジッ ト 等収納：

1.7％

口座振替の利用促進及び

納税者の利便性向上の為

の各種納付方法につい

て、 ホームページや広報

等によ り 周知徹底を図

る 。
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体系 1-3-5

所管課 総合政策課

年度 年度計画

財 政

効果額

財 政

効果額

財 政

効果額

財 政

効果額

財 政

効果額

財 政

効果額

R3

課題

市民の利便性の向上や事務の効率化を 進め、 現金取扱いリ ス ク を 軽減する た

め、 市税や使用料、 手数料等の支払について幅広い支払方法を 提供する 必要が

あり ま す。
実施

項目

キャ ッ シュ レ ス 決済の推

進【 新】

内容
DX推進方針を 踏ま え、 市の窓口や公共施設における 支払方法と し てキャ ッ

シュ レ ス 決済の導入を 推進する 。

取組内容 進捗状況

R2

R4

R5

R6

R7

〇基本方針等の策定

〇基本方針等に基づく 見

直し の実施

ス モールス タ ート と し てQR

コ ード 決済を 教育委員会内で導

入する 。

利用状況を 精査し 、 対象品目及

び決済機能の拡大を 検討する 。
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体系 1-4-1

所管課 総合政策課

年度 年度計画

A

指定管理者制度に関する 国・ 県等から の通知・ 調査

については、 関係課と 情報共有を 図り 連携し て取り

組んだ。

ま た、 指定管理者制度導入施設の情報については、

一括管理し 、 市ホームページで公表し た。

«令和２ 年度指定管理者の指定数»

・ 新規施設： ０

・ 更新施設： １ ８

・ 継続施設： ７    合計２ ５ 施設

財 政

効果額

A

指定管理者制度に関する 国・ 県等から の通知・ 調査

については、 関係課と 情報共有を 図り 連携し て取り

組んだ。

ま た、 指定管理者制度導入施設の情報については、

一括管理し 、 市ホームページで公表し た。

«令和３ 年度指定管理者の指定数»

・ 新規施設： ０

・ 更新施設： ４

・ 継続施設： ２ ０   合計２ ４ 施設

財 政

効果額

A

指定管理者制度に関する 通知・ 調査など は関係課と

連携し つつ取り 組んだ。

ま た、 HPでの指定管理者制度導入施設の情報につ

いても 継続し て実施し た。

«令和4年度指定管理者の指定数»

・ 新規施設： 0

・ 更新施設： 4

・ 継続施設： 20  合計２ ４ 施設

財 政

効果額

R3 ⇓

公の施設を 所管する 関係課と の

情報共有を 図る と と も に、 県の

調査等については連携し て取り

組む。 ま た、 指定管理者制度導

入施設の情報の一括管理、 市

ホームページでの公表を 行う 。

課題

施設規模等の問題によ り 指定管理者制度導入が難し い施設についても 、 施設の利用促

進や活性化、 サービ ス 向上の観点から 複合によ る 導入等について検討する 必要があり

ま す。
実施

項目

指定管理者制度

導入の推進

内容

他自治体で指定管理者制度導入実績のある 施設等において、 導入に向けた取組を 推進

する と と も に、 導入済みの施設についても 、 更新時期等に合わせ、 指定管理者の自主

事業等によ る サービ ス の向上や指定管理料の削減を 図り ま す。 なお、 指定管理者制度

の導入の難し い施設については、 その理由の把握に努めま す。

取組内容 進捗状況

R2 実施

公の施設を 所管する 関係課と の

情報共有を 図る と と も に、 県の

調査等については連携し て取り

組む。 ま た、 指定管理者制度導

入施設の情報を 一括管理し 、 市

ホームページでの公表を 行う 。

R4 ⇓

公の施設を所管する 関係課と の情

報共有を図る と と も に、 県の調査

等については連携し て取り 組む。

ま た、 本制度導入施設の情報の一

括管理、 市ホームページでの公表

によ り 、 透明性ある 制度運用を図

る と と も に、 施設運営の効率化、

市民サービス の向上を目指す。
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A

指定管理期間満了を 迎える 施設が複数あっ たこ と か

ら 、 事務効率向上のため関係課と 連携し 、 指定管理

者選定会を 一括開催し た。

ま た、 HPでの指定管理者制度導入施設の情報につ

いても 継続し て実施し た。

«令和５ 年度指定管理者の指定数»

・ 新規施設： 0

・ 更新施設： 4

・ 継続施設： 20  合計２ ４ 施設

財 政

効果額

A

指定管理者制度に関する 通知・ 調査など は関係課と

連携し つつ取り 組んだ。

ま た、 HPでの指定管理者制度導入施設の情報につ

いても 継続し て実施し た。

«令和６ 年度指定管理者の指定数»

・ 新規施設： １

・ 更新施設： ０

・ 継続施設： ２ ６   合計２ ７ 施設

財 政

効果額

財 政

効果額

R5 ⇓

公の施設を 所管する 関係課と の

情報共有を 図る と と も に、 県の

調査等については連携し て取り

組む。 ま た、 本制度導入施設の

情報の一括管理、 市ホーム ペー

ジでの公表を 継続し 、 透明性あ

る 制度運用を 図る と と も に、 施

設運営の効率化、 市民サービ ス

の向上を 目指す。

R6 ⇓

公の施設を所管する 関係課と の情

報共有を図る と と も に、 県の調査

等については連携し て取り 組む。

ま た、 本制度導入施設の情報の一

括管理、 市ホームページでの公表

を継続し 、 透明性ある 制度運用を

図る と と も に、 施設運営の効率

化、 市民サービス の向上を目指

す。

R7 ⇓

公の施設を 所管する 関係課と の

情報共有を 図る と と も に、 県の

調査等については連携し て取り

組む。 ま た、 本制度導入施設の

情報の一括管理、 市ホーム ペー

ジでの公表を 継続し 、 透明性あ

る 制度運用を 図る と と も に、 施

設運営の効率化、 市民サービ ス

の向上を 目指す。
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進捗状況報告書

体系 1-4-2

所管課 ス ポーツ 振興課

年度 年度計画

A

市全体における プールのあり 方検討の中で、 令和２ 年

度を も っ て大松山運動公園プールを廃止し た。

ま た、 プール跡地利用については、 公園全体の指定管

理者制度導入によ る 効率的な管理運営ま でを 考慮し 、

民間活力導入可能性調査に向けた情報収集を 実施し

た。

なお、 コ ロ ナ禍等の社会情勢によ り 、 民間活力導入可

能性調査を 含む第２ 期整備については、 開始時期を 調

整する こ と と し た。

財 政

効果額

9,828千円（ 大松山運動公園プール廃止によ り 、 運営経

費削減【 R元年度実績】 ）

A

財政課など 関係機関と 調整し ながら 、 公園周辺地域へ

の波及効果などを 考慮し つつ、 公園全体の効率的な整

備・ 管理運営方法など の情報収集に努めた。 次年度に

民間資金活用事業調査費補助金を 活用し 、 民間活力導

入可能性調査を実施する こ と と し た。

財 政

効果額

A

民間活力導入可能調査を 実施し 、 庁内検討委員会に

て、 調査結果を報告し 意見を 求めた。

調査結果を 基に次年度へ検討を 継続し ていく こ と と し

た。

財 政

効果額

A

令和4年度から 引き 続き 、 庁内検討委員会を 開催し 、 事

業内容を 検討し たが、 プール跡地をメ イ ンと する 事業

の実施は課題が多く 、 想定以上の事業規模と なる 可能

性が生じ たため、 石橋体育センタ ー等の更新時にプー

ル跡地周辺エリ ア全体で事業化すべき である と 結論に

至っ た。 それを踏ま え、 見送る こ と と し た。

財 政

効果額

A

プール跡地において定期的に巡視を行い安全の確保に

努めた。

庁内の（ 仮称） ま ちづく り 財団設立に向けた検討会に

おいて、 指定管理の受け皿団体と なり 得る 同財団設立

の検討を 行っ た。

ま た、 陸上競技場イ ンフ ィ ールド の芝生管理を 見直

し 、 次年度の予算縮減を 図っ た。

財 政

効果額
2,853千円（ 令和６ 年度から ７ 年度の予算額の減額）

R3 ⇓

都市計画課など 関係機関と の連

携を密に情報収集等に努め、 ス

ポーツ 施設と し ての利便性向上

のみなら ず、 人の流れを 創出す

る 公園づく り と いっ た観点から

も 効果的な第２ 期整備につなげ

る 。

課題

大松山運動公園内の施設の管理については、 受付業務・ フ ィ ールド 管理業務を 別々に委託

し ており 、 ま た、 天然芝フィ ールド を 持つ陸上競技場等の完成に伴い施設管理業務が増大

し ており 、 管理費の抑制を図る 必要があり ま す。
実施

項目

大松山運動公園に

おける 指定管理者

制度導入等の検討

内容

大松山運動公園の第２ 期整備では、 老朽化し たプールについてのあり 方検討・ 新施設整備

を 予定し ており 、 施設管理において、 よ り 効率性を 高める ため、 受付業務と 合わせ、 整備

後の一体的な管理方法を 模索し 、 指定管理者制度導入等によ り 適正管理を 目指し ま す。

取組内容 進捗状況

R2 検討

老朽化し た大松山運動公園プー

ルのあり 方について検討のう え

決定する 。

R4 ⇓

関係各課と の連携を 図り なが

ら 、 公園の管理運営に係る 民間

活力導入可能性調査を実施し 、

民間運営によ る 管理運営費の抑

制や運動公園と し ての利便性向

上など を 検討し ていく 。

R5 ⇓

民間活力導入可能性調査結果に

よ り 、 VFMが発生する こ と は確

認さ れたが、 市と し て事業範囲

や整備を 要する 施設・ 規模等の

方針を 決定する ために、 庁内検

討委員会を 開催する 。

R6 ⇓

プール跡地は、 適正な維持管理

によ り 安全・ 安心の確保に努め

る と と も に、 活用方法や解体の

実施については、 市全体の計画

的な施設整備を 見据えながら 、

既存の課題の整理に努める 。
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財 政

効果額

R7 ⇓

（ 仮称） ま ちづく り 財団設立に

向けたプロ ジェ ク ト チームにお

いて、 検討を 行う 。

引き 続き 、 陸上競技場イ ン

フ ィ ールド の芝生管理を 更に見

直し 、 次年度の予算縮減を 図

る 。

ま た、 受付業務の委託方法の見

直し を 行う 。

40



進捗状況報告書

体系 1-4-3

所管課 子育て応援課

年度 年度計画

A

こ がねい保育園の民営化移管先法人を 決定

し た。 吉田保育園については、 境界確認が

完了し 、 保育園敷地の面積を 確定する こ と

ができ た。

財 政

効果額

A

こ がねい保育園については、 令和４ 年４ 月

民営化に向け、 協議を 重ね無事引き 継ぎが

完了し た。 ま た、 吉田保育園の民営化移管

先法人を 決定し た。

財 政

効果額

A

吉田保育園については、 令和５ 年４ 月の民

営化に向け協議を 重ね、 無事引き 継ぎが完

了し た。

ま た、 令和４ 年４ 月に民営化し たこ がねい

保育園について、 利用者に対し 、 民営化後

の満足度アン ケート 調査を 実施し た。

財 政

効果額

A

民営化し た吉田保育園の利用者に対し 、 民

営化後の満足度アン ケート 調査を 実施し

た。 実施計画に基づく ３ 園すべての民営化

が完了し たため、 公立保育園に求めら れる

セーフ ティ ネッ ト 機能や役割の検証を 行

い、 結果報告書を 作成し た。

財 政

効果額

A

公共施設再編計画に盛り 込むため、 公立保

育園2園の今後のあり 方について、 保育園の

建て替えや民営化を 含めた検討を 行っ た。

財 政

効果額

財 政

効果額

R3

       ⇓

（ 令和４ 年４ 月１ 日こ が

ねい保育園民営化）

こ がねい保育園については令和

４ 年４ 月民営化に向けて移管先

法人と 合同保育等を 実施し なが

ら 引き 続き を 行う 。 ま た令和５

年４ 月民営化の吉田保育園につ

いては、 移管先法人を 決定す

る 。

課題
平成３ １ 年４ 月民営化の薬師寺保育園において実施し た保護者アンケート 調査

結果を 踏ま え、 今後の２ 園の民営化に生かし ていく 必要があり ま す。実施

項目
公立保育園の民営化

内容

公立保育園の効率的・ 効果的な運営を 図り 、 多様化する 保育ニーズに柔軟に対

応する ため、 子ど も ・ 子育て支援新制度等の動向を 見据えながら 、 公立保育園

の民営化に向けた取組を 推進し ま す。

取組内容 進捗状況

R2 ○実施計画に基づく 推進

令和４ 年４ 月民営化のこ がねい

保育園については移管先法人を

決定する 。 ま た令和５ 年４ 月民

営化の吉田保育園については、

保育園敷地を 確定さ せる ために

土地測量業務委託を 実施する 。

R4

       ⇓

（ 令和５ 年４ 月１ 日吉田

保育園民営化）

吉田保育園については令和５ 年

4月民営化に向けて移管先法人

と 合同保育等を 実施し ながら 引

き 継ぎを 行う 。

R5
公立保育園民営化後の保

育環境の検証

令和５ 年４ 月に民営化さ れた吉

田保育園の利用者に対し て、 満

足度に関する アンケート 調査を

実施し 、 保育環境状況等の確認

を 行う 。

R6
公立保育園のあり 方の検

討

民営に移行後の保育運営の現状

の検証を 踏ま え、 今後も 引き 続

き 、 公立保育園のあり 方を 検討

し ていく 。

R7 終結
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体系 1-4-4

所管課 子育て応援課

年度 年度計画

A

市内の２ 法人が運営する 学童保育室（ ８ 支

援単位） に対し 、 運営費補助金を 交付し

た。

財 政

効果額

A

市内の２ 法人が運営する 学童保育室（ ８ 支

援単位） に対し 、 運営費補助金を 交付し

た。

財 政

効果額

A

市内の２ 法人が運営する 学童保育室（ ８ 支

援単位） に対し 、 運営費補助金を 交付し

た。

ま た、 令和5年3月に完成し た民間学童保育

室の整備に対し 、 学童保育室整備費補助金

等を 交付し た。

財 政

効果額

A

市内の３ 法人が運営する 学童保育室（ １ １

支援単位） に対し 、 運営費補助金を 交付し

た。

財 政

効果額

A

市内の３ 法人が運営する 学童保育室（ １ ２

支援単位） に対し 、 運営費補助金を 交付し

た。

ま た、 令和７ 年３ 月に完成し た民間学童保

育室の整備に対し 、 学童保育室整備費補助

金等を 交付し た。

財 政

効果額

財 政

効果額

R3 ⇓

令和２ 年度に引き 続き 、 下野市放課後

児童健全育成事業所運営費補助金を 、

対象と なる 学童保育室へ補助金を 交付

する 。

課題

核家族化や共働き 世帯の増加に伴い、 少子高齢化が進行する 中にあっ ても 、 学童保

育室の需要は毎年増加し ていま す。 今後も 、 待機児童をつく ら ないよ う 、 質を 維持

し つつ、 適切に運営し ていく ためには、 大規模化・ 支援員不足を解消し なく てはな

り ま せん。

実施

項目

学童保育事業の民

間活力の活用

内容

第２ 期下野市子育て応援し も つけっ 子プラ ン（ 令和２ ～６ 年度） では、 市全体の学

童保育の需要に対し 、 民間学童保育室と の協働によ り 受入れ体制を 強化する こ と と

し 、 受入促進のための民間学童保育室への補助金交付や市学童保育室の民間委託化

を図り 、 支援員や質の確保など 、 適切な学童保育室の運営に努めま す。

取組内容 進捗状況

R2
計画に基づく 推進

（ 補助金交付等）

令和元年度に下野市放課後児童健全育

成事業所運営費補助金交付要綱を 制定

し た。

令和２ 年度において、 対象と なる 民間

学童保育室に対し 補助金を 交付する 。

R4 ⇓

引き 続き 、 対象と なる 学童保育室に対

し 、 下野市放課後児童健全育成事業所

運営費補助金を 交付する 。

ま た、 令和４ 年度は、 現在進めら れて

いる 民間学童保育室の整備に対し 、 学

童保育室整備費補助金を 交付する 予定

である 。

R5 ⇓

引き 続き 、 対象と なる 学童保育室に対

し 、 下野市放課後児童健全育成事業所

運営費補助金を 交付する 。

R6 ⇓

引き 続き 、 民設民営を促進する ため、

対象と なる 学童保育室に対し 、 下野市

放課後児童健全育成事業所運営費補助

金や学童保育室整備費補助金等を 交付

する 。

R7 ⇓

引き 続き 、 民設民営を促進する ため、

対象と なる 学童保育室に対し 、 下野市

放課後児童健全育成事業所運営費補助

金や学童保育室整備費補助金等を 交付

する 。
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体系 1-4-5

所管課 農政課

年度 年度計画

A

ゆう がおパーク に来場する 方に、 アンケート 調査

を実施し 、 かんぴょ う や農畜産物に対する ブラ ン

ド 化に向けた消費者ニーズの把握に努めた。 ま

た、 アンケート 協力者に6次産業品の試作品であ

る かんぴょ う のコ ロ ッ ケ、 かんぴょ う ケーキなど

を提供し 、 魅力ある 新商品の開発の確立に向けて

取組を行った。 なお、 稲刈り 体験等を実施し て、

都市住民と の交流を図り 新規来場者の掘起こ し や

リ ピ ータ ʷ の確保を行い経営の安定化を目指す取

組を実施し た。

財 政

効果額

A

ゆう がおパーク にてかんぴょ う づく し ま つり を実

施し 、 かんぴょ う の重さ 当てク イ ズ、 ゆう がおの

実でラ ンタ ン作り 体験、 かんぴょ う 試食会などを

実施し 、 かんぴょ う の普及啓発に努めた。 来場す

る 方に、 アンケート 調査を実施し 、 かんぴょ う や

農畜産物に対する ブラ ンド 化に向けた消費者ニー

ズの把握に努めた。

財 政

効果額

A

ゆう がおパーク にてかんぴょ う づく し ま つり を実

施し 、 かんぴょ う 汁や稲荷寿司の他、 ス ープや

ケーキなど のかんぴょ う 試食会やゆう がおの実に

絵を描く アーティ ス ト 体験も 実施し 、 かんぴょ う

の普及啓発及び６ 次産業の推進に努めた。 ま た田

植えや稲刈り の農業体験事業や天平の芋煮汁販売

など の商工観光と の連携事業によ る 都市・ 農村の

交流促進を図った。

財 政

効果額

R3 ⇓

かんぴょ う をはじ めと する 、 下野市

産農畜産物及び加工品の付加価値を

向上する ためにブラ ンド 化を推進す

る 。 魅力ある ６ 次産業品の開発、 観

光事業や体験事業と の連携を取り 、

自立安定的な経営の転換を目指す為

に支援をし ていく 。

課題

かんぴょ う をはじ めと する 農業資源を活かし た地域活性化の拠点である 「 ゆう がおパー

ク 」 において、 自立安定的な経営への転換が求めら れており 、 地域振興や交流促進、 農

産物の消費拡大など 、 その初期段階について支援し ていく 必要があり ま す。
実施

項目

ゆう がお

パーク の活

性化

内容

ゆう がおパーク について、 次の課題解消に向けて支援し ま す。

①地元特産品のブラ ンド 化・ 高付加価値化の不足

②魅力ある ６ 次産業品の品数不足

③観光事業、 体験事業と の連携不足

④市内外の類似施設と の連携不足と 棲み分け・ 差別化に向けた研究

取組内容 進捗状況

R2 支援

かんぴょ う をはじ めと する 、 下野市

産農畜産物及び加工品の付加価値を

向上する ためにブラ ンド 化を推進す

る 。 魅力ある ６ 次産業品の開発、 観

光事業や体験事業と の連携を取り 、

自立安定的な経営の転換を目指す為

に支援をし ていく 。

R4 ⇓

かんぴょ う をはじ めと する 、 下野市

産農畜産物及び加工品の付加価値を

向上する ためにブラ ンド 化を推進す

る 。 魅力ある ６ 次産業品の開発、 観

光事業や体験事業と の連携を取り 、

自立安定的な経営の転換を目指す為

に支援をし ていく 。
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A

ゆう がおパーク にて8月の土日１ か月間でかん

ぴょ う づく し ま つり を実施し 、 かんぴょ う 汁や稲

荷寿司の他、 ス ープやケーキなどのかんぴょ う 試

食会やゆう がおの実に絵を描く アーティ ス ト 体験

も 実施し 、 かんぴょ う の普及啓発及び６ 次産業の

推進に努めた。 ま た田植えや稲刈り の農業体験事

業のほか、 石橋ま ちなか賑わい祭への出店によ る

商工会と の連携を通じ 、 都市・ 農村の交流促進を

図った。

財 政

効果額

A

他企業等へPR協力を募り 、 定例のマルシェ 等イ ベ

ント を絶やさ ず実施する こ と で、 幅広い年齢層へ

施設と 特産品のPRを図り 、 地域農業の振興に努め

た。

ま た、 夏季のかんぴょ う づく し ま つり では、 かん

ぴょ う 汁や稲荷寿司、 ス ープ等のかんぴょ う 料理

試食会や、 ゆう がおの実に絵を描く ふく べ細工体

験を実施し 、 かんぴょ う の普及啓発及び６ 次産業

の推進に努めたほか、 田植えや稲刈り の農業体験

事業を通じ 、 農業へのふれあいの創出を図った。

財 政

効果額

財 政

効果額

R5 ⇓

かんぴょ う をはじ めと する 、 下野市

産農畜産物及び加工品の付加価値を

向上する ためにブラ ンド 化を推進す

る 。 魅力ある ６ 次産業品の開発、 観

光事業や体験事業と の連携を取り 、

施設のPR活動と 自立安定的な運営

を目指す為の支援をし ていく 。

R6 ⇓

かんぴょ う をはじ めと する 、 下野市

産農畜産物及び加工品の付加価値を

向上する ためにブラ ンド 化を推進す

る 。 魅力ある ６ 次産業品の開発、 観

光事業や体験事業と の連携を取り 、

施設のPR活動と 自立安定的な運営

を目指す為の支援をし ていく 。

R7 ⇓

定例開催のイ ベント 等においてかん

ぴょ う ・ 地域特産品のPRを強化

し 、 農産物及び加工品の付加価値向

上やブラ ンド 化を推進する と と も

に、 地域農業の振興を図る 。

ま た、 魅力ある ６ 次産業品の開発、

観光事業や体験事業と の連携につい

ても 一層推進する こ と で、 都市部か

ら の集客の増加と 認知度の向上に取

り 組む。
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体系 2-1-1

所管課 総務人事課

年度 年度計画

A

第2次定員適正化計画（ 中間改訂） に基づ

き 、 職員の適正管理、 組織強化及び新規職

員を 採用し た。

令和２ 年度、 第2次定員適正化計画（ 中間改

訂） の計画期間が終了を 迎える ため、 第３

次定員適正化計画(R3～7)を 策定し た。

財 政

効果額

A

第3次定員適正化計画（ R3～R7） に基づ

き 、 職員の適正管理、 組織強化及び新規職

員を 採用し た。

行政委員会事務局の選挙事務において、 初

めてアウ ト ソ ーシン グ（ 派遣事業者） によ

る 委託を 実施し た。

財 政

効果額

A

第3次定員適正化計画（ R3～R7） に基づ

き 、 職員の適正管理、 組織強化及び新規職

員を 採用し た。

行政委員会事務局において選挙事務のアウ

ト ソ ーシング（ 派遣事業者） によ る 委託を

実施し た。

財 政

効果額

A

定年延長 制度、 産休や育休の取得を 考慮し

た職員採用を 実施し 、 さ ら に組織改編を 踏

ま えた職員配置を 行っ た。

市民課においてマイ ナン バー関係事務のア

ウ ト ソ ーシン グ（ 派遣事業者） によ る 委託

を 実施し た。

財 政

効果額

R3 ⇓

第３ 次定員適正化計画に基づ

き 、 職員の適正管理、 組織強化

及び新規職員の採用を 行う 。

行政サービ ス の充実・ 維持向上

に努める ため、 市民・ 事業者等

と の協働やアウ ト ソ ーシン グの

積極的な活用に向けた関係課と

の調整を 実施する 。

課題
持続可能な行政運営の体制を 整える ため、 今後も 継続的に効率的な職員体制の

構築に努める 必要があり ま す。実施

項目
定員適正化計画の推進

内容
定員適正化計画の着実な推進と 、 民間委託や人材派遣など のアウ ト ソ ーシング

を 視野に入れた体制づく り の見直し を 行いま す。

取組内容 進捗状況

R2

○定員適正化計画に基づ

く 管理

○次期適正化計画の策定

○アウ ト ソ ーシン グの検

討

第3次定員適正化計画を 策定

し 、 実情に応じ て人材派遣等の

アウ ト ソ ーシン グを 検討し 、 計

画に沿っ た職員数を 確保し てい

く 。

R4 ⇓

定年延長 制度導入を 見据えた第

３ 次定員適正化計画に基づき 、

職員の適正管理、 組織の見直し

を 実施する 。

行政サービ ス の充実・ 維持向上

に努める ため、 市民・ 事業者等

と の協働やアウ ト ソ ーシン グの

積極的な活用に向けた関係課と

の調整を 実施する 。

R5 ⇓

定年延長 制度が導入さ れたこ と

によ り 、 役職定年者の状況や産

休・ 育休・ 休職者など の対応を

考慮し たう えで、 中・ 長 期的な

職員の適正管理、 組織の見直し

を 実施する 。

行政サービ ス の充実・ 維持向上

に努める ため、 市民・ 事業者等

と の協働やアウ ト ソ ーシン グの

積極的な活用に向けた関係課と

の調整を 実施する 。
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A

第3次定員適正化計画（ R3～R7） に基づ

き 、 職員の適正管理、 組織強化及び新規職

員採用を 行っ た。

次期定員適正化計画に反映さ せる 定年延長

制度や産休育休者への対応を 検討し 整理し

た。

下野市行政組織機構改革検討委員会の窓口

部会にて、 アウ ト ソ ーシングの活用に向け

た検討を 行っ た。

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓

定年延長 制度や産休育休者への

対応など 、 検討し た内容を 次期

の定員適正化計画にも 反映さ せ

ていく 。

行政サービ ス の充実・ 維持向上

に努める ため、 アウ ト ソ ーシン

グの活用に向けて、 下野市行政

組織機構改革検討委員会におけ

る 窓口部会に対し 検討を 依頼す

る 。

R7

○定員適正化計画に基づ

く 管理

○次期適正化計画の策定

○アウ ト ソ ーシン グの検

討結果と り ま と め

定年延長 制度や産休育休者への

対応など を 考慮し 、 次期定員適

正化計画を 策定する 。

アウ ト ソ ーシングの検討につい

ては、 組織機構の見直し に向け

た検討委員会において協議す

る 。
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